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主要記号 
  A ：プロペラ受風面積     [m2] 
  Ai ：加速度 i = X, Y, Z    [m/s
2
] 
  C ：翼弦長      [mm] 
  CD ：抗力係数      [-] 
  CL ：揚力係数      [-] 
  CM ：トルク係数  [ = T / (dFAV
 2
 / 4)]  [-] 
  CN ：[ = (CL
2
 + CD
2
)
1/2
]     [-] 
  CP ：出力係数  [ = P / (AV
 3
 / 2)]  [-] 
  Cp ：翼面圧力係数 [ = p / (V
 2
 / 2)]   [-] 
  d ：プロペラ直径     [mm] 
  D ：パイルに働く抗力     [N] 
  DRF ：前後段ロータ径比 ( dR/dF )    [-] 
  f ：周波数      [Hz] 
  fD ：干渉周波数      [Hz] 
  fK ：カルマン渦周波数     [Hz] 
  F ：揚力と抗力の合力     [N] 
  FD ：抗力       [N] 
  Fi ：加速度から算出した力 [= MAi, i = X, Y, Z] [N] 
  FL ：揚力       [N] 
  FN ：F の軸方向成分     [N] 
  FT ：F の回転方向成分     [N] 
  h ：波高       [mm] 
  l ：軸間距離      [mm] 
viii 
  L ：無次元軸方向距離 ( = l / dF )   [-] 
  M ：質量       [kg] 
  N ：プロペラ回転速度     [min-1] 
  p ：翼面圧力      [Pa] 
  P ：出力       [W] 
  r ：半径方向距離     [mm] 
  R ：無次元半径方向距離 ( = 2r / dF )   [-] 
  Re ：レイノルズ数     [-] 
  St ：ストローハル数     [-] 
  T ：回転トルク      [N-m] 
  v ：絶対速度      [m/s] 
  vm ：軸方向速度      [m/s] 
  V ：風速       [m/s] 
  w ：相対速度      [m/s] 
  z ：プロペラティップから水面までの距離  [mm] 
  Z ：翼枚数      [-] 
   ：迎え角      [deg.] 
  β ：ブレード取付け角     [deg.] 
   ：F と FDのなす角     [deg.] 
   ：揚抗比  [ = CL / CD]   [-] 
   ：ブレードひねり角     [deg.] 
  λ ：周速比      [-] 
  ρ ：密度       [kg/m3] 
   ：相対流入角      [deg.]
ix 
 
 【添字】 
  F ：前段 
  R ：後段 
  T ：前後段の相対的な和 
  X ：水流方向/軸方向 
  Y ：水流に対して水平直角方向 
  Z ：水流に対して垂直直角方向 
  max ：最高値 
  rms ：二乗平均平方根 
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1.1 研究背景 
1.1.1 社会的要請と日本の現状 
 近年の世界人口増加や発展途上国の経済発展に伴うエネルギー需要の増加（図 1-1(1)，
1-2
(2)参照），エネルギー資源の中核を担う化石燃料の枯渇など，人類にとって致命傷
でもあるエネルギー危機が訪れるのは必至であり，石油や天然ガスといった資源のほ
とんどを輸入に頼る日本は，世界で最初にエネルギー危機を迎えることになるかもし
れない．これに加え，地球温暖化などの地球環境問題も深刻化しており，2005 年に発
行された「京都議定書(3)」を初めとして世界各国で低環境負荷への対策が進められて
いる．したがって，今後の人類，地球を救うためにも，非再生資源依存型からクリー
ンな再生可能（循環型）資源依存型への転換に向けて早急に行動すべきである．この
要請に応えるには，近年特に注目されている再生可能な自然エネルギー資源を利用し
た発電の大量導入が望まれる．日本においては，2011 年 3 月 11 日に発生した東日本
大震災による福島第一原子力発電所の一連の事故に起因する原子力発電所削減の気
運の高まりや，「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置
法」(4)による「再生可能エネルギーの固定価格買取制度」の開始により，自然エネル
ギーへの注目がより一層強くなっている． 
 自然エネルギーには，水力や風力といったものがあるが，その中でも地球表面の 2/3
以上を覆っている海洋は膨大な潜在エネルギーを有しており，将来のエネルギー問題
の打破に向けて大いに期待できる．表 1-1 に示すように，International Energy Agency 
(IEA)の World Energy Outlook 2012 において，現在ほぼ皆無の海洋エネルギーによる
発電容量（海洋温度差発電を除く）は，2035 年には 15,000MW に達すると試算され
ており(5)，今後の技術開発によりさらなる導入量増大の可能性を秘めている．一方で，
海洋エネルギーを利用した発電は，水力発電や風力発電といった従来技術の延長線上
で対応できるほど楽観的なものではなく，将来に向けてそれぞれの海洋環境に適した
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技術を準備しないと，取らぬ狸の皮算用になりかねない． 
 近年，英国やノルウェーといった欧州諸国をはじめとして，各国で波力，潮汐，潮
流，海流，温度差発電等の開発が試みられている（図 1-3(6)，1-4(7)）が，万民が認め
る技術は未だ登場していない．International Electrotechnical Commision（IEC）では海
洋発電に関する規格化(8)を早々に進めているが，日本は実績不足で傍観的立場にある．
また，隣の韓国は，10 台のバルブ水車で 260MW の出力が可能な世界最大の Shiwa 湖
潮汐発電所（図 1-5）を 2011 年から運転開始するなど，国を挙げて海洋開発に乗り出
している(9), (10)．このバルブ水車はスイスの VA TECH HYDRO GmbH が設計開発し，
製造は中国で行われているなど，日本企業の参入/進出が遅れている現状がある． 
 このような現状を打破すべく，我が国では 2008 年 3 月に海洋に関する施策につい
ての基本方針等が記載されている「海洋基本計画」(11)が初めて閣議決定され，2009
年 3 月には「海洋エネルギー・鉱物資源開発計画」(12)が策定されるなど，海洋資源開
発の推進及び強化が行われ始めている．さらに，独立行政法人新エネルギー・産業技
術総合開発機構（NEDO）において，大学と民間企業の連携により海洋エネルギー発
電技術の迅速な実用化の実現及び海外進出を目指す「海洋エネルギー技術研究開発」
プロジェクト事業が 2011 年度から開始される(13)など，各研究機関や企業での研究開
発が活発化している． 
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図 1-2 世界の燃料別エネルギー需要(2) 
2010年 2015年 2020年 2025年 2030年 2035年
海洋エネルギー 0 1,000 1,000 3,000 7,000 15,000
太陽光発電 38,000 153,000 266,000 378,000 491,000 602,000
風力発電 198,000 390,000 586,000 760,000 924,000 1,098,000
バイオマス・廃棄物発電 72,000 98,000 135,000 170,000 208,000 252,000
地熱発電 11,000 14,000 20,000 29,000 38,000 46,000
太陽熱発電 1,000 6,000 14,000 24,000 40,000 72,000
表 1-1 再生可能エネルギーの発電容量試算[MW](5) 
図 1-1 世界人口の推移(1) 
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図 1-4 潮流発電装置（ANDRiTZ Hydro Hammefest）(7) 
図 1-3 波力発電装置（Pelamis Wave Power）(6) 
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図 1-5 Sihwa 湖潮汐発電所(9), (10) 
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1.1.2 潮流エネルギー 
 海洋資源には，波力や潮汐，潮流，海流，海洋温度差，海洋濃度差など様々なもの
がある．その中でも潮流は，月や太陽，地球の引力と天体運動で生じる周期的な変動
の潮汐によって起こる潮の流れであり，海峡や瀬戸，水道といった水域断面が減少す
る地形で特に速い流速を得ることができる．また，潮流は潮の干満によって規則的に
発生する（図 1-6(14)）ため，発電に利用する場合には長期にわたって発電量の予測が
可能であり，太陽光や風力のような不規則なエネルギーとは異なり，天候にほとんど
影響されず，信頼性の高いエネルギー源と見なすことができる． 
 図 1-7 に世界の潮位分布を示す(15)．上記したように，潮流は潮汐により生じる海水
の流れであるため，潮位差の大きい中国/韓国付近の海域や欧州，北米の広い海域で，
高いエネルギーを持っており，世界全体の潮流エネルギー賦存量は約 3000GW と試算
されている(16)．この賦存量のうち，流速や地理的条件から発電に利用できるのは 3%
程度といわれている(16)が，今後の技術革新により利用可能範囲の拡大も望むことがで
きる．潮流速度は，海洋地形の影響により様々であり，世界最高潮流速度はカナダの
Seymour 海峡で約 7.7m/s と非常に速い潮流を得ることができる．周辺を海に囲まれて
いる日本においても，鳴門海峡や来島海峡，関門海峡などで最速 5m/s 程の速い潮流
が観測されている(14)．図 1-8 は日本近海の潮流速度，図 1-9 は潮流エネルギー密度を
示す(17)が，潮流が強い地域は，前述したような瀬戸内海と九州西岸に集中しており，
津軽海峡でも強い潮流がみられる．日本における潮流エネルギーの賦存量は約22GW，
導入に適した流速（1m/s 以上）やエネルギー開発技術等を考慮した導入ポテンシャル
は約 1.9GW で年間発電電力量は 6TWh と試算されている(17)．これは，2013 年度末時
点で稼働中の再生可能エネルギー発電（水力を除く）の発電量(18)の 1/3 程度ではある
が，現在開発済みエネルギーが皆無である潮流エネルギーは，大量導入の可能性を大
いに秘めている． 
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図 1-6 来島海峡における 1 日の潮流速度の変化(14) 
図 1-7 世界の潮位分布(15) 
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図 1-8 日本の潮流速度(17) 
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図 1-9 日本の潮流エネルギー密度(17) 
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1.2 潮流発電の現状 
1.2.1 潮流発電の種類 
 潮流発電の発電方式は，大別すると 2 種類ある．一つは潮流の運動エネルギーを自
由流中に設置しているタービン（水車）によって回転エネルギーに変換して発電する
方式（タービン方式），もう一方は潮流によって水中翼の角度が変わり，水中翼で発
生する揚力と抗力により振動エネルギーに変換して発電する方式（水中翼方式）があ
る．図 1-10 に潮流発電方式の分類を示す(19), (20)． 
 
(1)タービン方式 
タービン方式で用いる潮流発電用タービンは，潮流と同様に自由流中に設置して利
用される風車を応用または改良した技術を用いられることが多い．タービンの回転軸
の方向により「水平軸型」と「垂直軸型」に大別され，さらにタービンの作動原理に
より「揚力型」と「抗力型」に分類することができる． 
 
 水平軸型タービン 
 水平軸型タービンは，タービンの回転軸が水流の向きに対して平行となる駆動方式
であり，タービンで発生する揚力を利用して回転する揚力型のプロペラ式や抗力を利
用して回転する抗力型の多翼式などがある．また，プロペラ式については，タービン
の回転面がナセルやパイル（タワー）の上流側にあるアップストリーム方式とタービ
ンの回転面がナセルの下流側にあるダウンストリーム方式がある（図 1-11 参照）．
水平型タービンの特徴を下記に示す． 
・構造が比較的簡単である． 
・垂直軸型に比べて効率が高く，大型化が容易である． 
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・アップストリーム方式の場合，プロペラがタワーの上流にあるため，タワーによ 
る水流の乱れの影響を受けないが，プロペラの回転面を水流方向に向けるヨー制 
御が必要である． 
・ダウンストリーム方式の場合，水流から受ける抗力により自動的にプロペラ回転 
面を水流に追従させるためヨー制御が不要であるが，タワーからの影響を大きく 
受ける． 
・発電機や制御機構といった重量物をナセル内に設置する必要がある． 
 
 垂直軸型タービン 
垂直型タービンは，タービンの回転軸が水流の向きに対して垂直となる駆動方式で，
揚力型のダリウス式や抗力型のサボニウス式がある．垂直軸型タービンの特徴を下記
に示す． 
・タービンに使用するブレードの製造がプロペラ式に比べて容易である．  
・どの方向からの水流も利用可能な無指向性である（ヨー制御が不要）． 
・水平軸型に比べて効率が低く，設置面積も大きい． 
・回転起動時に大きな起動トルクが必要であり，回転数制御が難しい． 
 
 揚力型，抗力型 
抗力型タービンは，発生する回転トルクが大きいものの，水流速度以上の周速度で
運転できないため，潮流発電にはあまり利用されていない．空気に比べて密度が大き
い水を作動流体とし，大きな回転トルクの発生が見込める潮流発電においては，流速
の数倍の周速度で運転可能な揚力型が主流となっている． 
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(2)水中翼方式 
 水中翼方式は，反転可能な水中翼を用いて潮流の運動エネルギーから生じた振動エ
ネルギーを使い，空気を介して空気タービンを運転するもの（振動水柱式，波力発電
に使用される振動水柱：OWC に似ている）や，油圧に変換して油圧モーターで発電
機を回転させるもの（油圧式）などがある(20)．水中翼方式の特徴を下記に示す． 
 ・水中翼から発生する渦が少なく，周辺環境への影響が小さい． 
 ・振動水柱式の場合，半没水式のコレクターの上下運動により出入りする空気の速 
度が水の 20～30 倍になるため，タービンは高い周速度で作動する．しかし，コ 
レクターが水面にあるため，波の影響を受ける． 
 ・油圧式の場合，装置全体が完全に水没しているため，波の影響を受けにくく，航 
行船舶の障害にならない． 
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潮流発電 
タービン方式 
水中翼方式 
水平軸 
垂直軸 
揚力型 
抗力型 
プロペラ式 
抗力型 
揚力型 ダリウス式 等 
多翼式 等 
アップストリーム方式 
ダウンストリーム方式 
サボニウス式 等 
多翼式 プロペラ式 
サボニウス式 ダリウス式 
振動水中式 
振動水中式 
油圧式 
図 1-10 潮流発電の種類(19), (20) 
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図 1-11 アップストリーム方式とダウンストリーム方式 
アップストリーム ダウンストリーム 
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1.2.2 潮流発電の設置方式 
 潮流発電装置は，風力発電の風力に比べて流体から受ける抗力が大きく，かつ潮流
や波などの厳しい海象条件と様々な海底地形に対応させて，海中に設置する必要があ
る．したがって，発電装置の設置形式の選定が非常に重要であり，これは建設コスト
にも大きく影響を及ぼす．潮流発電の設置方法としては，重力式基礎，モノパイル式
基礎，ジャケット式基礎，懸架式基礎，浮体式，係留式などがある(20)． 
 
(1)重力式基礎 
 図 1-12 に重力式基礎による設置の概略図を示す．重力式基礎は支持地盤（岩盤等）
が浅い場合に用いられ，コンクリート製フーチングの重量により転倒や滑動に抵抗す
る設置方法である．構造が比較的単純であるという特徴を持つが，基礎掘削や埋戻し
などの水中作業が多く，波浪条件や潮流条件が厳しい海域では施工が難しい．また，
局所洗掘に対する防止対策が必要である．  
図 1-12 重力式基礎 
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(2)モノパイル式基礎 
 図 1-13 にモノパイル式基礎による設置の概略図を示す．モノパイル式基礎は支持
地盤が比較的深い場合にも適用することができ，モノパイルと呼ばれる一本の杭で支
持する構造である．近年，導入が進んでいる洋上風車で最も多く用いられている基礎
形式である．工種が少なく施工が容易であるが，モノパイル周辺の局所洗掘対策が必
要であることやモノパイルとナセルの接合部分の最適構造設計が課題となる． 
 
図 1-13 モノパイル式基礎 
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(3)ジャケット式基礎 
 図 1-14 にジャケット式基礎による設置の概略図を示す．ジャケット式基礎は支持
基盤が比較的深い場合にも適用することができ，前後に計 4 本の支持杭を持つので，
水平の流体力に対して支持杭の押込みと引抜きの力によって抵抗する方法である．工
場で製作するジャケットを用いるため，現地作業が比較的少ないが，ジャケット接合
部の疲労や強度検討が必要である．また，重力式基礎と同様に波浪，潮流条件が厳し
い海域での施工が難しく，局所洗掘対策も必要である． 
 
図 1-14 ジャケット式基礎 
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(4)懸架式基礎 
 図 1-15 に懸架式基礎による設置の概略図を示す．懸架式基礎は門型の架台から発
電機を吊り下げる構造で，支持構造が海上に位置し，架台上にステージを設けること
ができるため，メンテナンス等が比較的容易となる．また，既設の護岸や防波堤等の
施設を活用することができる．しかし，支持構造が海面上に表れるため，景観を乱す
恐れがある． 
 
 
図 1-15 懸架式基礎 
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(5)浮体式  
 図 1-16 に浮体式よる設置の概略図を示す．浮体式は海面にフローター（浮力体）
を浮かべ，発電機を水中に懸架する構造である．フローターをチェーンやワイヤー等
で係留できればよいので，大規模な土木工事が不要で水深の深さや地盤条件に影響さ
れることなく設置できる．発電施設の導入において，コストの大部分が施設の建設コ
ストとなるため，大幅なコスト削減が期待できる．また，発電施設の移設や撤去が容
易という特徴を持つが海象条件の厳しい海域では，浮体物の安定を保つことが難しい． 
 
図 1-16 浮体式 
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(6)係留式  
 図 1-17 に係留式よる設置の概略図を示す．係留式はワイヤやチェーン，ケーブル
等の係留索を用いて橋脚のような上部，または海底や海岸といった下部側から設置す
る方式であり，浮体式同様，水深の深さや地盤条件に影響されることなく設置できる．
また，特別な構造物等も不要であるため，施工が極めて単純となり，浮体式による設
置よりもさらに発電施設導入コストの削減が期待できる． 
 
図 1-17 係留式 
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1.2.3 国内外の潮流発電技術開発 
 現在，欧米諸国を中心に世界各国で積極的に潮流発電の技術開発が行われており，
商業発電も間近となっている．英国の Marine Current Turbines 社は二枚翼のプロペラ
式発電機をモノパイルの左右に配置したツインタービン方式の潮流発電機”SeaGen”
の開発を行っている[図 1-18 (a)] (21), (22)．潮流発電の場合，1 日に 4 回変わる潮流の向
きに対応する必要があるが，この潮流発電システムでは，ヨー制御ではなく翼のピッ
チ角を変化させることで 2方向の潮流に対し常にタービンが回転できるようになって
いる．また，設備メンテナンス時には，水中での作業を無くすため，タービン部分を
海上まで引き上げる機能を備えている[図 1-18 (b)]．2008 年には 1.2MW の SeaGen 潮
流発電システムを北アイルランドの Strangford Lough に設置し，約 9,000MWh の発電
を行った実績を持つ(21)．英国の Lunar Energy 社は双方向流れでも運転可能なプロペラ
式潮流タービンが，前後対称のダクト内に収納されている Lunar Tidal Turbine (LTT)
の開発を行っている[図 1-19 (a)] (23), (24)．この潮流発電システムはタービン及び発電機
部が前後ダクトから脱着できる機構となっており，メンテナンス時にはダクトから取
り外し，タービン及び発電機部のみ海上へと引き上げることが可能である[図 1-19 (b)]．
2015 年までに，韓国沿岸の海底に 1MW の商用潮流発電システムを 300 台設置した世
界最大の潮流発電施設を建設，運転する計画がある． 
 日本国内においても，潮流エネルギーの利用に向けて，水槽実験や実海域での実証
試験等の研究開発が数多く行われている．1983 年から 1988 年までの間，日本大学の
研究グループが来島海峡においてダリウス式潮流発電の実証試験を行い，世界で初め
て潮流エネルギーを利用した発電に成功している(25)．この成功により，ダリウス式タ
ービンが特に注目されるようになり，九州大学と西日本流体技研は，ダリウス型ター
ビンの起動トルクが小さいという問題点を解消するべく，サボニウス式タービンと組
み合わせたダリウス・サボニウス潮流発電装置を開発している(26), (27)．この装置は 2012
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年に長崎県平戸市の生月大橋の橋脚に設置され，実証実験が行われた．また，九州工
業大学と北九州市は一対のダリウス式タービンを互いに逆方向に回転させ，本研究で
も用いる相反転方式発電機（後述）を運転する潮流発電装置を提案し，関門海峡にお
いて 2012 年に実証試験を実施するなど，研究開発が行われている（図 1-20）(28)．水
平軸式タービンとしては，川崎重工が 3 枚翼のプロペラ式潮流発電ユニットの研究開
発を行っており，ピッチ・ヨー制御により 2 方向の潮流に対応する構造となっている
（図 1-21）(29), (30)．  
 
図 1-18 SeaGen (Marine Current Turbines) (21), (22) 
(a) 発電時 
(b) メンテナンス時 
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図 1-19 Lunar Tidal Turbine (Lunar Energy) (23), (24) 
(a) 発電時 
(b) メンテナンス時 
脱着用ジョイント 
固定用ベース 
発電機モジュール 
タービン 
ダクト 
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図 1-21 着床式潮流発電 (川崎重工業) (29), (30) 
図 1-20 ツインダリウス式潮流発電 (九州工業大学，北九州市) (28) 
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1.2.4 潮流発電の優位性と課題 
 前述したように，世界各国の企業，研究機関で潮流発電の研究開発が積極的に進め
られており，今後，潮流発電施設の導入に向けてより一層活発化することが予想され
る．このように潮流発電が注目されている理由として，他の再生可能エネルギーによ
る発電と比較して以下のような優位性を持つことがあげられる． 
 潮流発電の優位性 
 ・風力エネルギーや波力エネルギーのように気象条件によるエネルギー量の変動が 
なく，安定した電力供給が期待できる． 
 ・海水密度は空気密度の 800 倍以上（海水：1025 kg/m3，空気 1.205 kg/m3）であり， 
潮流発電装置の翼面積あたりの発電能力は風力発電に比べて大きい． 
 ・発電施設を密に配置することができ，所要発電量に対する施設面積を小さくする 
ことが可能である． 
 ・発電施設の設置の際，海上に突出する構造物は小さい，または海中に完全に没水 
するため，景観上の支障が少ない． 
 これらの優位性は大きな期待がもてるものの，太陽光発電や風力発電に比べて潮流
発電の導入・商用化は進んでおらず，大きく遅れている実状がある．これは，潮流発
電装置に克服すべき技術的課題が数多く残っているためであり，潮流発電の実現に向
けて，その解決が必要である．潮流発電に必要な技術としては，発電・運転技術や送
電技術，建設・据付技術，発電装置の維持管理技術等があげられる．その中でも発電・
運転技術は，発電装置及び施設のコンセプトそのものであり，このコンセプトによっ
て発電システム全体の決定および関連技術の内容や重要度が異なってくるため，最も
重要な技術となる．そこで，ここでは発電・運転技術に着目し，以下にその課題を記
す． 
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 潮流発電・運転技術の課題 
 ・時々刻々と変化する潮流速度及び 1 日に 4 度生じる潮流方向の逆転に対応するた 
め，双方向流れでも運転可能なタービン形状またはピッチ制御やヨー制御等の運 
転制御機構を必要とする． 
 ・海中で運転する潮流発電装置はイルカや魚といった海洋生物と共生できるよう配 
慮する必要がある．特に，タービンで発生する渦やキャビテーションは海洋生物 
に悪影響を及ぼすため，発生の抑制が必須である． 
 ・発電装置や施設の大きさは，可能な限り小さくし，周辺の海洋環境や景観を保護 
しなければならない． 
 ・各海洋環境及びいかなる海象条件においても，潮流発電装置の安全な運転を保証 
する必要がある． 
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1.3 本研究の目的と意義 
 本研究では，膨大な潜在エネルギーを有しながら開発が極めて遅れている海洋資源
に着目し，その中の一つの潮流エネルギーを有効利用する新たな発電技術を世界に先
駆けて，提供することを目的とする． 
 潮流発電を導入するためには，前述したような技術課題があげられ，これらを解決
できる発電技術の登場が望まれる．すなわち，自然環境の海洋を対象とするため，(1)
潮流特有の流れに対応し，(2)周辺の海洋環境ならびに海洋生物と共生でき，かつ(3)
高出力・高性能な潮流発電装置が必要である． 
 以上を踏まえ，海洋がもつ運動エネルギーの代表格，潮流エネルギーの有効利用に
向けて，筆者らは，前後二段のプロペラが従来型発電機の外側固定子をも回転子とし
た二重回転電機子方式発電機の内外回転子を互いに逆方向に駆動する全く新しい潮
流発電ユニットを提案し，実用化に向けた研究開発を目的とする．その第一段階とし
て，(a)水中における発電ユニットの基本性能を把握し，(b)設置に向けた設計資料の収
集を行う．さらに，発電ユニットの高性能化に向けて(c)前後段プロペラの好適化を目
指す． 
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1.4 本研究の概要 
 本論文では，下記のような研究を遂行し，前述の目的を達成した． 
 
 第 1 章では，本研究の背景と目的を述べた．膨大な潜在エネルギーを有する海洋資
源は将来のエネルギー問題の打破に向けて非常に注目されており，その中の一つ，潮
流発電は長期にわたって発電量の予測が容易であるなど信頼性の高いエネルギーの
ため，早期導入が望まれる．しかし，潮流エネルギーを有効利用するためには，下記
のような技術課題がある． 
(1) 変化する潮流速度や流向に対応する必要がある． 
(2) 海洋生物と共生できるよう，渦やキャビテーションの抑制を必要とする． 
(3) 周辺環境や景観を保護しなければならない． 
(4) いかなる海洋環境や海象条件においても，発電装置の安全な運転を保証する必要
がある． 
 潮流発電の普及のためには，これらの問題点を解決した新しい発想の潮流発電ユニ
ットが必要である事を示している． 
 
 第 2 章では，前後二段のプロペラからなるタンデムプロペラと，二重回転電機子方
式発電機を組み合わせた相反転方式潮流発電ユニットへの着想を述べている．本提案
の潮流発電ユニットは， 
(1) 発電機の二重回転電機子化によって，磁界を切る相対回転速度が増加するため，
起電圧の増加や発電機径の縮小（発電装置の小型化），回転速度の減少（キャビテ
ーション対策に有利）などが可能である． 
(2) 回転トルクが発電ユニット内で相殺されるため，外部に反力をもたず，ワイヤや
チェーン一本による係留が実現できる． 
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(3) 前後段プロペラの回転トルク（角運動量変化）が等しいため，旋回流を持たない
上流の流れはプロペラを通過した下流でも旋回成分を持たず，自然の潮流を乱さ
ない． 
 以上のように，本潮流ユニットは，前章で述べた技術的課題を克服できる可能性を
秘めている． 
 
 第3章では，前章の着想に基づいて，モデル相反転方式潮流発電ユニットを準備し，
基本特性や運転状態の把握を行った．具体的には，先行して行った相反転方式風力発
電ユニットの研究成果を踏まえ，前後段プロペラのブレード枚数を前段 3 枚，後段 5
枚，前後段プロペラ直径比（= 後段直径 / 前段直径）0.84 のタンデムプロペラが，
摩擦トルクを利用した模擬発電機を運転するモデル発電ユニットを準備し，風洞実験
と水路実験により，所望の性能を示すことを確認した．同時に，発電ユニットは安定
運転領域となる高周速域で主に運転され，運転にあった最適な外部負荷を与える必要
があることを示している． 
 
 第 4 章では，本潮流発電ユニットをパイル式で設置することを想定し，前章のモデ
ル発電ユニットをパイルに搭載した際のパイルや後方水流への影響を調べた．従来技
術の単段プロペラは，一方向に偏った流れに垂直方向の定常力を持つのに対し，本潮
流発電ユニットのタンデムプロペラは，回転トルクが相殺されるため，垂直方向の定
常力がパイルに働かないことを実証した．また，本発電ユニットの運転に際し，発電
ユニットの動バランスや各プロペラの回転及び両者の相互干渉がパイルに影響する
ことを示している．更に，発電ユニットを水面から遠い水深深くに設置することで，
発電ユニット後方の水面への影響を小さくすることができることを示した． 
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第 5 章では，前章の実験結果を踏まえ，ワイヤやチェーン一本を用いて，発電ユニ
ット子午面上にあるピッチングモーメント中心の位置で係留する新たな係留方法の
着想を述べ，この係留方法が実現できることを実験的に検証した．また，係留式モデ
ル発電ユニットの運転中の挙動を把握し，発電ユニットの抗力が大きいほど安定運転
が可能であることを示した． 
 
第 6 章では，前章までの成果を踏まえ，数値シミュレーションを用いてタンデムプ
ロペラの高効率化を図った．高性能が期待できる翼型形状の一例として，翼厚が薄く
大きくそらせた翼型形状を提案し，この翼型を用いたプロペラブレードの半径方向の
翼負荷分布の好適化を行った．翼負荷分布の好適化については，海中生物に悪影響を
及ぼしかねないブレード端渦の抑制を考慮した．以上をふまえて，潮流発電用タンデ
ムプロペラを新たに設計し，効率が向上することを実験的に確認した．さらに，潮流
発電用プロペラは，効率向上とともにキャビテーション抑制も重要となるため，上述
の翼型形状を改良し，両者が同時に期待できる新たな翼型形状を提案した． 
 
 第 7 章では，これまで設計してきたタンデムプロペラからなる潮流発電ユニットの
実用機を構築した．すなわち，海中におけるキャビテーションの発生を抑制しつつ高
効率が得られるタンデムプロペラ，このタンデムプロペラが駆動する二重回転電機子
方式同期発電機，没水する発電機を外界から完全に遮断する新しい技術の完全密封型
低トルクメカニカルシールを導入した発電ユニットの姿を示した． 
 
 第 8 章では，本研究で得られた成果および今後の展望を述べている． 
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2.1 緒言 
序論でも述べた通り，膨大な潜在エネルギーを有する海洋資源の中の一つ，潮流エ
ネルギーを有効利用するためには，潮流特有の流れに対応し，海洋環境と共生できる
新しい潮流発電技術が望まれる．そこで，本研究では，前後二段のプロペラと従来型
発電機の外側固定子をも回転子とした二重回転電機子方式発電機によって構成され
る全く新しい潮流発電ユニットを提案する． 
 
 
2.2 発電機の二重回転電機子化 
 前述したように，潮流発電を導入する際の技術課題として，海洋環境への共生があ
げられ，周辺環境や海洋生物への影響を考慮し，発電施設の小規模化を目指す必要が
ある．この小規模化のためには，発電施設及び構造物の規模決定に大きく影響する発
電装置の小型簡素化が望まれる．しかし，出力電力の質を保つためには送電ロスを考
慮して起電圧を高める必要があり，起電力は回転子が磁界を切る相対速度に比例する
ことから，増速機を設けるか，発電機の大径化 / 多極化をしなければならず，どの場
合においても発電装置の大型化を避けることは不可能である．そこで，この問題点を
解決するため，従来型発電機の外側固定子[図 2-1 (a)参照]をも回転子とし，内外二重
の回転電機子を互いに逆方向に回転させる新たな発電機，二重回転電機子方式発電機
を採用した[図 2-1 (b)]．本発電機は，二重回転電機子化により，次のような特徴を持
つ． 
 (1)内外回転電機子が互いに逆回転し，相対回転速度の増加により，磁界を切る相対 
  回転速度が増加するため，起電圧の増加，極数の減少，発電機径の縮小，回転速 
  度の減少が可能となる． 
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 (2)内外回転電機子に働く相反回転トルクが一致する点で運転され，その時の回転速 
度は任意であり，本研究においては，両回転電機子に直結した前後段プロペラと 
の連携によって自動的に決定される． 
 (3)内外回転電機子に働く回転トルクが相殺されるため，外部に対して反作用として 
の回転トルクが働かない．これは，頑丈な据え付けベッド等が不要であり，大規 
模な土木工事なしで発電機の設置が可能となる．さらに言い換えると，本発電機 
を備えた潮流発電ユニットはワイヤやケーブル一本による係留が可能となる（後 
述）． 
 この発電機と前後段プロペラを組み合わせることで，一般的なプロペラ式発電装置
に比べて，2.2.4 節で述べるような優位性を発揮する． 
 過去の研究としては，二重回転電機子方式発電機を水力発電に適用し，実際に高出
力が得られた例がある(31)．また，本研究で提案する潮流発電ユニットの先行研究とし
て，筆者らは二重回転電機子方式発電機の特徴を風力発電に活かしたタンデムロータ
型インテリジェント風力発電ユニットを提案している(32) ~ (34)．この風力発電ユニット
は，大径の前段風車ロータと小径の後段風車ロータから成るタンデム風車ロータによ
って発電機内の内外回転電機子を駆動するものであり，タンデム風車ロータと内外回
転電機子方式発電機の連携により，従来技術の風車では持ち得ない特徴・優位性を発
揮した(32) ~ (34)．さらに，序論でも述べたように内外回転電機子方式発電機と一対のダ
リウス式タービンを組み合わせた潮流発電装置も提案され，実証試験が行われるなど，
様々な技術への応用，導入が進んでいる(28)． 
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(a) 従来型発電機 
(b) 二重回転電機子方式発電機 
図 2-1 発電機概念図 
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2.3 相反転方式潮流発電ユニットの着想 
 前述した二重回転電機子方式発電機の特徴を潮流発電でも利用するため，先行研究
である風力発電ユニットの研究を踏まえ，前後二段のプロペラからなるタンデムプロ
ペラを提案した（図 2-2 参照）．すなわち，前後に配置した二段のプロペラによって
二重回転電機子方式発電機の内外回転子を互いに逆方向に駆動し，このときの回転ト
ルクは回転速度に関係なく内外回転電機子あるいは前後段プロペラ間で相殺される
ため，後述するような優位性を発揮し，潮流発電の抱える技術的課題を解決できる可
能性を秘めている． 
 本研究で提案した相反転方式潮流発電ユニットの概要図を図 2-2 に示す．上述した
ように前後二段のプロペラ（タンデムプロペラ）と二重回転電機子方式発電機から構
成されており，前後段プロペラは内外回転電機子にそれぞれ直結され，タンデムプロ
ペラの回転がそのまま内外回転電機子に伝達されるような構造となっている．  
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図 2-2 相反転方式潮流発電ユニットの概要図 
前後段プロペラ 
（タンデムプロペラ） 
外側回転電機子 
内側回転電機子 
二重回転電機子方式発電機 
潮流 
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2.4 本潮流発電ユニットの優位性 
 本潮流発電ユニットの最大の特徴は，前後段プロペラ（タンデムプロペラ）と二重
回転電機子方式発電機の的確な連携プレーであり，これにより従来の発電技術では実
現できないような特筆すべき特徴，優位性が期待できる．以下にその特徴，優位性を
示す． 
(1) 内外回転電機子が互いに逆方向に回転するため，磁界を切る相対速度が速くな
り，回転電機子径を従来型発電と同じにした場合，相対速度の増加に伴って起
電圧も増加する． 
(2) 従来発電機で得られる起電圧と同じ起電圧を本発電ユニットで得ようとする場
合，両回転電機子の相対速度が増加しているので，回転電機子径の縮小，また
は極数の減少を可能とする．これは，発電機径の縮小に直結するものであり，
潮流発電装置全体の小型化につながる． 
(3) 発生起電圧と発電機径を従来発電機と同じにした場合，本発電機の内外回転電
機子の相対回転速度が従来発電機の回転電機子と同じ回転数となればよいため，
内外回転電機子それぞれの回転速度は減少することになる．すなわち，内外回
転電機子を駆動する各プロペラの回転速度を減少することができる．この回転
速度の減少は，水中におけるキャビテーション発生の対策に非常に有利に働く． 
(4) 前後段プロペラの回転速度の選定は任意であるため，いかなる海洋環境にも対
応することができる． 
(5) 前後段プロペラ間及び内外回転電機子間で回転トルクが相殺されるため，発電
機の外部に反力が働かず，頑丈な据え付け基礎や大規模工事が不要となる．こ
れは発電施設建設において大きな割合を占める建設費の削減が可能となるだけ
でなく，最も簡単には，海底や海岸，既設の橋脚等からワイヤやチェーン一本
で容易に係留して発電を行うことができる． 
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(6) 前後段プロペラが発生する回転トルクが等しいということは，言い換えると前
後段プロペラの角運動量変化が等しいことになる．すなわち，図 2-3 に示すよ
うに，旋回流を持たない上流の流れ（v1 = vm）は前後段プロペラを通過した下
流でも旋回成分を持たずに軸方向流出し（v4= vm），自然の潮流を乱さない． 
(7) 本発電機は二重回転電機子から構成されればよいので，発電機の形式（同期，
誘導）を選ばない．すなわち，独立電源としての小規模発電から系統連系する
大規模発電まで対応することができる． 
 
図 2-3 プロペラ周りの速度三角形 
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2.5 タンデムプロペラに関する従来研究 
 本潮流発電ユニットは二段のプロペラが互いに逆方向に回転する二重反転型プロ
ペラを有しており，このような二重反転型プロペラ（羽根車）についてはこれまでに
様々な分野で研究されている．二重反転型羽根車のアイデアは 19 世紀前半の英国で
J. Ericsson によって船舶用として発表された (35)．船舶において，単段のプロペラを運
転する際には，水力を生み出す軸方向の直進流と同時に，ロスとなる旋回流も発生し
てしまうが，二重反転型プロペラでは前方プロペラから排出される回転エネルギーを
逆方向に回転する後方プロペラで回収し，推力に変えることできるため，プロペラ性
能向上が期待できる(36)．しかし，当時の技術では構造が複雑で所望する程の性能向上
が得られず，前後二段が互いに反転することで回転トルクが相殺され，艇の直進性が
向上するという二重反転型の利点を活かして，小型船外機や魚雷といった小型プロペ
ラでの使用が主であった．その後，研究開発と技術進歩により，1980 年代末に，日本
の製造メーカによって大型船舶用として二重反転プロペラが実用化され(37), (38)，その
省エネ効果は通常のプロペラに比べて約 15%であることが確認されている．船舶分野
以外にも，航空機やヘリコプター(39)，軸流送風機(40)，軸流ポンプ(41), (42)など様々な分
野にわたって省エネ効果，高効率化の報告が行われている．一方で，二重反転式プロ
ペラは騒音が比較的大きくなってしまうと言われており(40)，Hanson は自由空間内の
干渉騒音についての理論式を提示し，両プロペラの干渉によって様々な周波数の干渉
騒音が発生することを見出している(39)．また，Janardan - Gilebe  は干渉騒音について 
(1) 前段動翼の後流と後段動翼の干渉，(2) ポテンシャル干渉，(3) 前段動翼の翼端渦
と後段動翼の干渉の 3 種類があり，(3) の干渉が放射騒音にもっとも大きな影響を与
えることを示した(43)．さらに児玉らによって，前後段の翼枚数を互いに素数にするこ
とによって動翼間の干渉騒音を大幅に低減できることが報告され(44) ，乱流騒音の予
測 (45) や騒音低減化 (46)に向けての研究も数多く進められている．潮流発電において
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は，プロペラから発生する騒音が海洋生物へ悪影響を及ぼすことが懸念されるため，
注意が必要となる． 
 発電分野において，二重反転型プロペラは，特に風力発電を中心に適用及び研究開
発が進められており，1994 年に David. A. Spar によって初めて風車への応用が発表さ
れた(47)．その後多くの研究者によって研究が行われ，小径の前段プロペラと大径の後
段プロペラから成る風車(48) ~ (50)や同径の前後段プロペラから成る風車(51), (52)を用いて，
風洞実験や実風況下による実証試験を実施し，従来発電技術の単段プロペラに比べて
出力向上が確認されている． 
 近年は潮流発電においても二重反転型プロペラの導入を目指す研究開発が行われ
つつあり，J.A. Clarke らは 3 枚翼の前段プロペラと 4 枚翼の後段プロペラ（前後段プ
ロペラ径 0.82m）の二重反転式プロペラを用い，水槽における牽引試験により 40%を
越えるプロペラ効率が得られたと報告している(53)．さらにこの二重反転式プロペラの
直径 2.5m にスケールアップしたモデルを用いた実験や数値シミュレーションも行わ
れている (53), (54)．しかし，この潮流発電ユニットは二重反転プロペラが固定子に面し
た磁気ロータをそれぞれ駆動する方式であり，二重反転プロペラを互いに逆回転させ
るものの，その仕事はそれぞれ独立して行うものであるため，本潮流発電ユニットの
着想とは異なるものである． 
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2.6 結言 
 本章では，相反転方式潮流発電ユニットの着想を述べるとともに，その特徴及び優
位性を記した．以下に，要約を記す． 
 
(1) 二重回転電機子方式発電機の内外回転子が互いに逆方向に回転するため，磁界を
切る速度が速くなり，起電圧の増加，極数の減少，発電機径の縮小，回転速度の
減少を可能とする．特にこの回転速度の減少は水中におけるキャビテーション対
策に非常に有利となる． 
 
(2) 前後段プロペラの回転速度の選定は任意であるため，いかなる海洋環境にも容易
に対応できる． 
 
(3) 前後二段プロペラ間と内外回転電機子間で回転トルクが相殺されるため，外部に
反力が働かず，頑丈な据え付け工事等が不要となる．すなわち最も簡単には，ワ
イヤ/チェーン一本のみを使用して係留することが可能である． 
 
(4) 前後段プロペラが発生する回転トルク（角運動量変化）が等しいため，上流の旋
回流を持たない流れはプロペラを通過した下流でも旋回成分を発生せず，自然の
潮流を乱さない． 
 
(5) 本発電機は二重回転電機子から構成されればよいので，発電機の形式（同期，誘
導）を選ばず，独立電源としての小規模発電から，系統連系する大規模発電まで
対応できる． 
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3.1 緒言 
前章で述べた相反転方式潮流発電ユニットの実現に向けて，本章ではモデル相反転
方式潮流発電ユニットを準備し，本潮流発電ユニットの基本特性及び運転状態を把握
することにした． 
 
 
3.2 モデル相反転方式潮流発電ユニット 
 図 3-1 に準備したモデル相反転方式潮流発電ユニット（アップストリーム方式）の
概略図を示す．本潮流発電ユニットは，先行して行ったタンデムロータ型風力発電ユ
ニットの研究成果を基にプロペラのブレード枚数や形状，直径などを決定している(32) 
~ (34)．前段プロペラ直径は dF = 350 mm，後段プロペラ直径は dR = 294 mm で，前後段
プロペラの直径比は DRF = dR / dF = 0.84 としている．前後段プロペラは後述する供試
ブレードを有しており，それぞれのブレード枚数は，前段 ZF = 3 枚，後段 ZR = 5 枚で
ある．また，前後段プロペラの軸間距離は l = 35mm （無次元距離：L = 2l / dF = 0.2）
とした．これらの諸元は，風力発電ユニットとして最適化された値を採用している．
前後段プロペラは二重回転電機子方式発電機の代わりに，相互作用させる接触面をも
つ内軸及び外軸に接続されている．この接触面はボルトの位置に応じたばねの圧縮力
により摩擦力，すなわち負荷を変化させることができる構造となっており，二重回転
電機子方式発電機を模擬している． 
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図 3-1 モデル相反転方式潮流発電ユニットの概略図と内部構造 
後段プロペラ 前段プロペラ 
ばね 
ボルト 
内軸 
外軸 
接触面 
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3.3 タンデムプロペラの準備 
3.3.1 プロペラの設計理論 
 プロペラ式潮流発電装置のプロペラ設計は，一般的に風力発電の流体力学的理論に
基づく設計手法を応用される．そこで本研究では最も基本的で広く用いられている翼
素運動量理論を利用してタンデムプロペラの設計を行った． 
 
(1) 運動量理論 
 運動量理論は，プロペラを均質一様な作動円板として，プロペラ回転面での運動量，
角運動量変化によってプロペラの軸力やトルクを求める方法である(55)．図 3-2 にプロ
ペラを通過する流れをモデル化したものを示す．ここでの流れは旋回方向への運動は
なく，軸方向と半径方向の速度のみと考える（軸方向運動量理論）．図 3-2 に示す流
管を検査体積として，質量保存の法則から，次式が得られる． 
 2211 VAAVVA ax         (3.1) 
プロペラから流体が受ける力 FN' は，運動量保存則より次式で表される． 
2
11
2
22' VAVAFN         (3.2) 
ここで，プロペラが流体から受ける力 FNは FN'の反作用であり，式(3.1)と式(3.2)より， 
)( 21 VVAVF axN         (3.3) 
また，プロペラが流体から受ける力 FN は，プロペラ面にわたる圧力差として表すこ
とができる． 
AppFN )(
        (3.4) 
つづいて，プロペラ前後の圧力 p+，p- は，ベルヌーイの式で見出すことができる． 
プロペラ前方 
22
1
2
1
2
1
axVpVp  
      (3.5) 
プロペラ後方 
22
2
2
1
2
1
axVpVp  
     (3.6) 
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式(3.5)と式(3.6)より， 
)(
2
1 2
2
2
1 VVpp 
        (3.7) 
式(3.4)と式(3.7)より，プロペラが流体から受ける力 FNは次のようになる． 
)(
2
1 2
2
2
1 VVAFN         (3.8) 
式(3.3)と式(3.8)より，Vaxの関係式が得られる． 
)(
2
1
21 VVVax         (3.9) 
ここで，次式で表されるような，軸方向誘導係数 a を導入する． 
)1(1 aVVax        (3.10) 
式(9)と式(3.10)より，以下の下流速度が与えられる． 
)21(12 aVV        (3.11) 
プロペラが吸収したエネルギーは，次式で表される． 
)(
2
1 2
2
2
1 VVAVVFP axaxN       (3.12) 
式(3.10)を式(3.12)に代入すると， 
23
1 )1(4
2
1
aaAVP        (3.13) 
式(3.13)より，P が最大値をとるときの a は，次式の解として得られる． 
  0)31)(1(4
2
1 3
1  aaAVda
dP     (3.14) 
ここで，a < 1 であるため，a = 1/3 で P が最大値となる．これを式(3.13)に代入すると，
P の最大値が得られる． 
3
1
2
1
27
16
AVP       (3.15) 
式(3.15)中のAU0
3
 / 2 は流体の持つエネルギーを示しているので，プロペラ出力の理
論的最大値は 16 / 27 ≌ 0.593 となり，これは Betz 限界と呼ばれる． 
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図 3-2 軸方向運動量理論における作動円板と検査体積 
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 回転するプロペラは角運動量（トルク）の発生があるため，これまで述べたプロペ
ラの上流及び下流の完全軸方向流れの理想モデルは修正する必要がある．そこで図
3-3 に示すように，半径 r，幅 dr の環状流管モデルを用いる(56)．プロペラを通過する
流れの角速度は，から+に増大するため，接線方向の誘導係数 a’を導入する． 


2
'

a        (3.16) 
この誘導係数 a’を用いると，プロペラに作用する軸方向力は次のように表される(56)． 
rdrraadFN  2
2
1
)'1('4 22     (3.17) 
この式(3.17)と軸方向運動量理論から導かれた式(3.8)は等置できる．ここで，軸方向
誘導係数 a を用いて環状断面のみに着目すると式(3.8)は以下のようになる． 
rdrVaadFN  2
2
1
)1(4 2     (3.18) 
式(3.17)と式(3.18)より次のような関係式が得られる． 
2
2
22
)'1('
)1(
r
V
r
aa
aa





     (3.19) 
ここに r は局所周速比（ Vrr / ）を表す．また，角運動量保存則によりプロペラ
で発生するトルク T は次の式であらわされる． 
drrrVaadT 22
2
1
)1('4       (3.20) 
この式(3.20)よりプロペラ全体で発生する出力 P は以下のようになる． 
rr daaAVP 



 
0
3
2
3 )1('
8
2
1
    (3.20) 
ここには周速比（ VR / ，R はプロペラ半径）を表す． a’(1-a)の最大値を得る
ため，式(3.19)を用い a’(1-a)を微分して 0 とおいたものを変形すると次式の関係が含
まれることとなる．  
14
31
'



a
a
a       (3.21) 
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(2) 翼素理論 
 翼素理論(Blade element theory)は，プロペラのブレードをスパン方向（半径方向）の
細い帯状の翼素 (Blade element) に分割し，各翼素に作用する力をその局所的な流れ
場の状態と翼素断面形状の揚力係数及び抗力係数から算出することで，プロペラ全体
の軸力及びトルクを導出する手法である(57)．前述の運動量理論と以下で述べる翼素理
論を結びつけることで，プロペラの形態（ブレード枚数，プロペラ形状など）と性能
の関係を導くことができる． 
半径 R，翼枚数 Z を有するプロペラを想定し，翼弦長を c，ピッチ角（ひねり角）
を，プロペラの回転速度を，上流の一様流の風速を V，軸方向の誘導係数を a とす
る．半径 r において，微小翼素（スパン方向の幅 dr）に流入する相対速度 w は，次式
で表される． 
22 })'1{()}1({ raaVw      (3.22) 
図 3-3 環状流管モデル 
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ここで，運動量理論の場合とは異なり，プロペラを微小スパン方向幅 dr の作動円環
が組み合わされたものとして取り扱う．図 3-4 に示すように相対速度 w のロータ回転
面に対する流入角をとすると，以下の式が成り立つ． 
w
Va)1(
sin

       (3.23) 
w
ra 

)'1(
cos      (3.24) 
したがって，微小翼素の迎え角は次式により求められる． 
        (3.25) 
つづいて，図 3-4 に示す微小翼素に働く揚力 FLおよび抗力 FDは，その迎え角に対す
る揚力係数，抗力係数を CL，CDとして， 
drcwCdF LL
2
2
1
      (3.26) 
drcwCdF DD
2
2
1
      (3.27) 
幅 dr の微小翼素に作用する軸方向力 dFN とトルク dT は，  
 sincos DLN dFdFdF      (3.28) 
rdFdFdT DL )cossin(       (3.29) 
式(3.26)～式(3.29)より，翼枚数 Z のプロペラで発生する dFN とトルク dT は次のよう
になる． 
drCCcwZdF DLN )sincos(
2
1 2      (3.30) 
rdrCCcwZdT DL )cossin(
2
1 2      (3.31) 
式(3.30)と式(3.31)が翼素理論から求まる軸方向力とトルクとなる． 
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図 3-4 プロペラの翼素まわりの速度三角形 
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(3) 翼素運動量理論 
運動量理論で得られた軸方向力及びトルクと翼素理論で得られた軸方向力及びト
ルクを結びつける．軸方向力に関する式(3.18)と式(3.30)より， 
)tan1(
sin
cos
1
4
2




D
L
L
C
C
C
a
a


    (3.32) 
トルクに関する式(3.20)と式(3.31)より， 
)
tan
1
1(
cos'1
'4


L
DL
C
CC
a
a


    (3.33) 
ここに，は局所ソリディティを表し，次式で定義される． 
r
BC


2
       (3.34) 
小さな翼弦長の近似範囲内においては，形状抵抗はブレード自身における誘導速度は
含まないため(58), (59)，抗力項は無視して誘導係数 a，a’を計算すると次のようになる(56)． 



2sin
cos
1
4
LC
a
a


     (3.35) 


cos'1
'4 LC
a
a


      (3.36) 
式(3.36)に式(3.21), (3.34)を代入すると翼弦長に関する次式が得られる． 
)cos1(
8



LBC
r
C      (3.37) 
また，式(3,35), (3.36)および式(3.21), (3.23), (3.24)から周速比と流入角の関係式が得
られる． 
)1cos2)(cos1(
)1cos2(sin





r     (3.38) 
上記の式は以下のように簡単化できる． 
r

1
tan
3
2 1       (3.39) 
 
第3章                                  相反転方式潮流発電ユニットの基本特性 
54 
3.3.2 供試ブレードの設計 
 本潮流発電ユニットで採用するタンデムプロペラは，前後に並んでプロペラが配置
されるため，従来設計法の翼素運動量理論に加えて，後述する独自の設計法を用いて
設計を行う．ここでは第一段階として，本研究の先行研究であるタンデムロータ型風
力発電ユニットに搭載されているタンデム風車ロータを参考に，風車用として設計し
ているプロペラブレードを用いる． 
 
(1) 前段プロペラ用ブレード Front Blade A 
 上述したように，本潮流発電ユニットは前後二段のプロペラを持ち，前段プロペラ
を通過した流れによって後段プロペラを運転させるため，各プロペラで吸収するエネ
ルギーのバランスがタンデムプロペラの出力向上の重要な鍵を握る．プロペラが運転
する際，半径の大きい範囲での仕事が非常に重要であり，半径の小さい領域で発生す
る回転トルクは極めて小さい．そこで，前段プロペラ用ブレードは，回転トルクの発
生にあまり寄与しない半径の小さい範囲においてはプロペラでトルクを発生させず，
前段プロペラで吸収されるべきエネルギーをあえてそのまま後段プロペラへ受け流
す設計を行う．これにより，後段プロペラに流入するエネルギーの増大が期待できる． 
 図 3-5 に前段プロペラの半径 r の大きい範囲（半径の約 50%以上の範囲）における
ブレード前後の速度三角形を示す．ここに u は周方向速度（回転速度 r），v は絶対
速度，vmは軸方向速度，w は相対速度，は迎え角，は相対流入角，添え字 1, 2 は
入口，出口断面の値を示す．図 3-5 に示すように，出入口の相対速度 w2，w1のベクト
ル平均に平行な抗力 FDとそれに垂直な揚力 FLがブレード上に発生し，これらの合力
F の回転方向成分 FTによって風車ロータが回転する．したがって，揚高比 (=FL / FD) 
が大きいほど FT，すなわち回転トルクが大きくなり，高出力が得られる．前段プロペ
ラの半径 r が大きいティップ側では，従来通り大きな回転トルクが得られるよう反り
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をもつ翼型を採用し，半径位置によらず高い揚高比が得られる好適な迎え角となる
ようブレードに半径方向の捻りを与える（図 3-5）． 
一方，回転トルクの発生にあまり寄与しない半径の小さいハブ側では極力抗力の小
さい翼素を採用して無負荷状態とし，前段プロペラの半径の小さい範囲では仕事をさ
せず水流を通り抜かせ，後段プロペラに上流のエネルギーをそのまま受け渡す．図 3-6
に前段プロペラの半径 r の小さい範囲（半径の約 50%以下の範囲）におけるブレード
前後の速度三角形を示す．この図に示すように，前段プロペラに流入する軸方向流れ
（v1 = vm1）が流れ方向を変えずにそのまま軸方向に流出（v2 = vm2）するように設計す
れば，流体が前段プロペラを通過する際に流れの角運動量変化が生じないことになる．
すなわち，前段プロペラは無負荷状態となり流体のエネルギーを吸収しない．このよ
うな流れを実現するためには，図 3-6 に示すように，翼素に働く揚力 FLと抗力 FDの
合力 F が軸方向に向き，F の回転方向成分が FT=0 となるようにすればよい．ここで，
揚力と抗力の関係は速度三角形と相似となるため，揚抗比  および合力と抗力のな
す角 は下記の式で表される． 
1mD
L
v
u
F
F
       (3.40) 
 11 tantan  
D
L
F
F
     (3.41) 
式(3.41)から得られる合力と抗力のなす角 と式(3.39)から得られる流入角 が 
+deg. にすることで，翼素に働く合力が軸方向を向くことになる．翼素に働く
揚力と抗力，すなわち揚高比は迎え角によって決定されるため， +deg. を
保つ最適な迎え角となるようにブレードにひねりを与える必要がある．このとき，軸
方向を向いている合力 F は軸方向の運動量変化，すなわち軸方向速度の減少を招き，
後段プロペラへ受け渡すエネルギーの減少を引き起こす．したがって，合力 F すなわ
ち抗力 FD が極力小さい迎え角及び翼素を採用したほうが望ましい．図 3-6 には例と
して対称翼型を示しているが，反りを持つ翼型でも本目的は達成できる． 
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図 3-5 通常のプロペラ翼素まわりの速度三角形 
図 3-6 無負荷状態を実現するためのプロペラ翼素まわりの速度三角形 
 
 


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 前述したような設計法と翼素運動量理論により，前段プロペラ用供試ブレードの設
計を行った．設計潮流速度を V = 1m/s と設定し，過去の風車用ブレードの研究成果(60)
を参考に設計周速比をF = 5.2 [= (ティップ位置での周速) / (風速 V)]とした．本設計の
前段プロペラは，半径の大きいブレードティップ側で大きな仕事をさせ，半径の小さ
いハブ側では無負荷状態を実現するため，ハブ側とティップ側で異なる翼型を採用す
る．すなわち，半径の大きい範囲では，大きな揚高比を得るため，風車用翼型として
産業総合技術研究所で開発された反りを持つ MEL002 翼型(61)を用い，半径の小さい範
囲では抗力が小さい対称翼の NACA0015 翼型(62)を用いた．ここで，プロペラに働く
軸方向力 FN を表す無次元数 CN を導入すると，揚力と抗力の合力が軸方向を向いた
場合，CN は下記の式で表される． 
22
DLN CCC       (3.42) 
この CN がなるべく小さい翼型及び迎え角を採用すれば，流体へ働く軸方向力が小さ
くなり，後段プロペラに流入するエネルギーが増大する．図 3-7 に MEL002 翼型(61)
と NACA0015 翼型(62)の迎え角に対する揚抗比 及び上述の CNの関係を示す．図に
示すように，反りを持つ MEL002 翼型の方が大きな揚高比が得られる．また，CN 値
も MEL002 翼型の方が局所的には小さい値を示すが大差はなく，全体的には対称翼の
NACA0015 翼型の方が小さくなっており，どちらの翼型も使用可能であることが分か
る．ここでは，設計点以外での運転も考慮し，NACA0015 翼型を採用している． 
 以上を考慮して設計，製作した前段プロペラ用ブレード Front Blade A の概略図を図
3-8 に示し，このブレードのひねり角及び迎え角分布を図 3-9 に示す．半径の大き
い範囲 R > 0.6 (R：無次元半径，R = 2r / dF，dF : 前段プロペラ直径)では，大きな仕事
をさせるため，MEL002 翼型を用いて半径位置によらず大きな揚高比 が得られる好
適な迎え角 = 7 deg.で一定となるようにひねりを与えた．ここで，MEL002 翼型の最
大揚抗比が得られる迎え角は = 8 deg.であるが，半径の小さい範囲との接続，及び低
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回転時の失速を考慮して迎え角 = 7 deg.と設定している．無負荷となる半径の小さい
範囲 R < 0.5 では，NACA0015 翼型を採用して，前述した +deg.を保つ最適な
迎え角 を決定し，この迎え角が得られるようにひねりを与えた．これらをつなぐ
0.5 < R < 0.6 の範囲では，無負荷部と負荷部を結合するため，ひねり角の急激な変化
によって迎え角が急増している．また，断面形状も対称翼の NACA0015 翼型から反
りを持つ MEL002 翼型へと徐々に変化させている．翼弦長は式(3.37)を参考にハブ側
からティップ側にかけて減少させている． 
 
図 3-7 揚高比，軸方向の抗力係数 CNと迎え角の関係 
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図 3-8 Front Blade A の概略図 
図 3-9 Front Blade A のひねり角と迎え角分布 
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(2) 後段プロペラ用ブレード Rear Blade B 
 後段プロペラ用ブレードも前段プロペラ同様，過去の風車用ブレードの研究成果(60)
を参考に風車用として設計した．設計周速比はR = 5.9である．図 3-10に設計した Rear 
Blade A の概略図，図 3-11 にひねり角と迎え角分布を示す．Front Blade A の半径の大
きい範囲と同様に，MEL002 翼型(61)を採用し，前述の Front Blade A を単段プロペラと
して運転した時のプロペラ直後の流れを流入条件として，半径位置によらず最大揚抗
比が得られる最適な迎え角 = 8 deg.で一定となるようにひねりを与えた．また，式
(3.37)を参考にハブ側からティップ側にかけて翼弦長を減少させている． 
 これ以降，表記の単純化のため，例えば前段プロペラに Front Blade A，後段プロペ
ラに Rear Blade A を使用した場合，Tandem Propeller AA と表記することとする． 
図 3-10 Rear Blade A の概略図 
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3.4 実験装置と実験方法 
3.4.1 水流実験 
 水流実験は図 3-12 に示すような台形断面用水路（上面幅：2.08m，下面幅：1.55m，
水深：1.1m）の自然流を用いて行った．ここでは，本潮流発電ユニットの基本的な性
能を把握するため，次章でも述べるパイル式による設置を想定して実験を実施した．
用水路の上部のベッドに長さ 900mm のパイル（一辺 20mm の正方形断面）を固定し，
このパイルの下端に前述したモデル発電ユニットを設置した．このとき，水面から前
段プロペラのティップ位置までの距離は z = 0.175 m （2z / dF = 1.0）としている．ま
た，モデル発電ユニットに搭載する前述の各プロペラ用ブレードは，ティップ位置に
おいて周方向（回転方向）から測った取付角F，Rを自由に変更できる構造となって
いる（図 3-13）． 
用水路の流速は上流に設置したプロペラ流速計を用いて測定し，潮流発電ユニット
の実験範囲において，用水路断面の幅方向，深さ方向にほぼ一様流であることを確認
している．実験における前段プロペラティップ位置での平均レイノルズ数（Re = WC / 
 , W : 相対流入速度, C : 翼弦, : 動粘度）は約 Re = 5.5×104と幾分低い値を示して
いるが，用水路の主流は十分な乱れ成分を含んでおり，基本特性を把握するうえで特
に問題ないと考えられる． 


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図 3-12 水流実験概略図 
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 実験では，前述したようにボルト位置に応じたばねの圧縮力により接触面の摩擦力，
すなわち負荷を変化させて運転を行った．このとき，ばねの圧縮力とプロペラの回転
速度によって，接触面の摩擦トルク（回転トルク）が決定されるため，図 3-14 に示
すトルク校正実験を別途実施した．図に示すように，モデル発電ユニットの回転軸に
インバータで回生制動できる電動機を接続し，水流実験で得られた回転数とばねの圧
縮力を与えることで，プロペラで発生していた回転トルクをトルク検出器により測定
する．このとき，本ユニットは前後段プロペラが互いに逆方向に回転する二重軸構造
となるため，外軸はプーリとタイミングベルトを介して別軸に接続している．これら
の軸系の機械損失トルクを予め計測して実験値に加味することで両プロペラで発生
する真の回転トルクを評価した． 


図 3-13 ブレード取付角 
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
図 3-14 トルク校正実験装置 
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3.4.2 風洞実験 
 タンデムプロペラの出力特性を調べるため，水流実験に加えて，風洞実験も行っ
た．タンデムプロペラをノズル直径 800mm の風洞出口に設置し，前述のトルク校正
実験と同様に両プロペラがそれぞれ別軸で回生制動のできる電動機を用いて，プロペ
ラの発生動力を吸収させた（図 3-15）．風洞実験は，本潮流発電ユニットの実際の運
転状態を考慮して，一定風速下において前後段プロペラの回転トルクが一致する点を
運転点とし，前段プロペラティップ位置におけるレイノルズ数が前述の水流実験と同
程度になるよう風速とプロペラの回転数を設定した．なお，トルク校正実験同様，軸
径の機械トルクは事前に測定され，測定値に加味して評価する．  
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
図 3-15 風洞実験装置 
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3.5 本潮流発電ユニットの出力特性と運転状態 
 Front Blade A と Rear Blade A を最適な取付角F = 5 deg.，R = 10 deg.に設定した時
の本潮流発電ユニットの出力特性を図 3-16 に示す．ここに，出力係数は CP = P / (AV 
3 
/ 2) [P : 出力，: 密度，V : 流速，A : 受流面積（A = dF
2
 / 4）]から算出し，T は
相対周速比 [= (ティップ位置での相対周速) / (風速 V)]を示す．また，黒丸プロットは
水流実験結果，白丸プロットは風洞実験結果を示す．レイノルズ数 Re がほぼ等しい
（T = 4 で Re = 4.8×10
4）水流実験と風洞実験の結果より，Tandem Propeller AA は従
来の単段プロペラ同様，周速比に対して最高出力係数が得られるような出力曲線を描
いており，相対周速比約T = 8 で最高効率約 CP = 34%が得られた．今回使用している
Front Blade A と Rear Blade A は風車用として設計しているため，最高効率が得られる
相対周速比が若干高い値を示している．本潮流発電ユニットは前後二段のプロペラを
回転させているため，それぞれの回転速度は従来技術の単段プロペラに比べて遅くな
る．しかし，水中で高速回転するプロペラはキャビテーションの発生が懸念されるた
め，潮流発電用プロペラとして設計する際には，翼弦を大きくするなどして高速回転
を避ける設計が必要となるであろう． 
図 3-17 に前段プロペラの周速比Fに対する迎え角Fを示す．一定流速下にあるプ
ロペラは，非常に大きな迎え角（例えば図 3-17 に示すように約 85 degrees）で回転を
開始し，回転速度の増加に伴って迎え角は減少するため，迎え角が > 8 degrees の範
囲ではプロペラの揚抗比（CL / CD）が増加し（MEL002 翼型の揚高比特性の図 3-7
参照），回転トルクも増加する．さらに回転速度が増加し，迎え角が = 8 degrees 付
近で揚高比は最大値をとり，さらに迎え角が減少，つまり回転速度が増加するにつ
れて揚高比が減少する領域（ < 8 degrees）で安定運転域となる．すなわちこの領域
では，何らかの外因で負荷が増加すると回転速度は減少して迎え角が大きくなり，元
の状態に復元する．また，負荷が減少すると回転速度の増加により迎え角が小さくな
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り，元の状態に復元する．これに対し，迎え角の範囲が > 8 degrees では，不安定運
転となる(63)．自然流の水路実験では回転速度は水流と負荷によって自動的に定まるた
め，低負荷で高速回転して < 8 degrees の安定領域運転に達し，負荷を大きくすると
 > 8 degrees の不安定領域となり，負荷にプロペラの発生トルクが賄い切れず回転速
度が急減して運転不能となる．すなわち，回転速度に対して適度な負荷が存在し，図
3-16 で水流実験結果が高周速比に偏っているのはこのためである．一方，風洞試験で
はモータを介して強制的に回転させているため，迎え角の大きい低周速域のデータも
取得できている． 

図 3-16 相反転方式潮流発電ユニット（Tandem Propeller AA）の出力特性 
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図 3-17 迎え角と周速比の関係 
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3.6 結言 
 前章で述べた相反転方式潮流発電ユニットの基本特性を把握するため，モデル発電
ユニットと実験装置の準備を行った．すなわち，

 枚翼の前段プロペラと枚翼の後段プロペラ（前後段直径比 DRF = 0.84）が互い
に接触面を持つ内外軸をそれぞれ駆動するモデル発電ユニットを準備した．この
接触面はばねの圧縮力により摩擦トルク，つまり負荷を変化させることができ，
二重回転電機子方式発電機を模擬している．

(2) 先行して行った風力発電ユニットの研究成果を基に，前後段プロペラ用ブレード
の設計を行った．前段プロペラ用ブレード Front Blade A は半径の小さい領域では
抗力の小さい対称翼を用いて無負荷状態として流れのエネルギーを吸収せず，半
径の大きい領域で大きな仕事をするようそりを持つ翼型を用いた設計法を適用し
ている．また，後段プロペラ用ブレード Rear Blade A は，前述の Front Blade A 後
流の流れに対し，大きな仕事を行うように，そりを持つ翼型を用いて設計を行っ
た． 

このようなモデル発電ユニットを用い，水流実験と風洞実験によりその基本性能や運
転状態を把握した．得られた成果を以下に示す．

 水流実験と風洞実験の結果より，タンデムプロペラは，従来の単段プロペラと同
様に，相対周速比に対して最高出力係数が得られるような出力曲線を示し，相対
周速比約T = 8 で最高効率が得られた．この前後段ブレードは風車用として翼弦
を短く設計しているため，幾分高い相対周速比で最高効率が得られている．
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
 発電ユニットの運転は安定運転領域となる高周速域で主に運転され，運転には最
適な外部負荷があることを示した．

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4.1 緒言 
 2 章で述べたように，本潮流発電ユニットはタンデムプロペラと二重回転電機子方
式発電機の連携により，従来の発電技術では実現できないような様々な優位性を示す．
その中でも特に，2.4 項で示した優位性 (5) “前後段プロペラ間及び内外回転電機子間
で回転トルクが相殺され，発電機の外部に反力が働かない”は発電ユニットを海中に
設置する際に非常に有利に働く．すなわち，本潮流発電ユニットは図 4-1 に示すよう
に，懸架式やモノパイル式などのパイルによる設置の際，ナセルやパイル等の設計製
作及び設置時の土木工事等の簡素化が期待できる． 
そこで本章では，本潮流発電ユニットをパイルに搭載することを想定し，パイルに
働く力や発電ユニットの運転による影響などを把握することにした． 
(b) パイル式 
図 4-1 相反転方式潮流発電ユニットの設置 
(a) 懸架式 
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4.2 実験装置と実験方法 
 前章でも述べたように，水流実験は長さ 900 mm（一辺 20 mm の正方形断面）のパ
イル下端にモデル発電ユニットを設置して行った（図 3-12 参照）．ここで，後流へ
のパイルの影響を極力避けるため，パイル水没部分には図 4-2 に示すように，対称翼
型のカバー（翼弦長：70 mm，翼厚：25 mm）を設置して実験を行った． 
パイルに働く力は，ひずみゲージを用いて測定した（図 4-2 参照）．ひずみゲージ
はひずみを受けるとその電気抵抗値が変化する性質を利用したものであり(64)，被測定
物がひずみ を受感したとき，貼り付けたひずみゲージの抵抗値が Rgから Rg+Rgに
変化したと，以下の関係が成り立つ． 

g
g
s
R
R
K

       (4.1) 
この Ksをゲージ率と呼び，被測定物に接着されたひずみゲージの感度を表す． 
ひずみゲージを利用する際，ひずみにより生じる電気抵抗の変化は極めて小さいた
め，これを電気信号として取り出すために，一般的にホイートストンブリッジ回路が
使用される．ブリッジ回路は図 4-3 に示すように，R1，R2，R3，R4 の 4 つの抵抗辺か
らなり，接続点 1，3 がブリッジ電源，接続点 2，4 が出力端とする．ここで，ブリッ
ジ各辺の抵抗値が 
4231 RRRR       (4.2) 
の条件を満たすとき，ブリッジの出力電圧 e は電源 E によらず e = 0 となり，ブリッ
ジが平衡状態にあることになる．抵抗 R1から R2へ流れる電流を I1とすると，オーム
の法則より以下の式が成り立つ． 
21
1
RR
E
I

       (4.3) 
a 点の電位は Ea = R1 I1であるので，式(4.2)より， 
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E
RR
R
Ea 


21
1       (4.4) 
同様に，b 点の電位 Ebは以下のようになる． 
E
RR
R
Eb 


43
4       (4.5) 
出力電圧 e は a 点と b 点の電位差であるので， 
E
RRRR
RRRR
EEe ba 



))(( 4321
4231    (4.6) 
初めに式(4.1)の関係でブリッジが平衡していれば，ひずみによる出力電圧 e は下記で
表され，抵抗変化率，すなわちひずみに比例した出力電圧が得られる． 
E
R
R
R
R
R
R
R
R
RR
RR
e 








 )(
)( 4
4
3
3
2
2
1
1
2
21
21   (4.7) 
ひずみゲージでブリッジ回路を構成する場合，目的に応じて 1，2，4 ゲージ法が用い
られるが，本実験では曲げ計測の際によく用いられる 4 ゲージ法を採用した．4 ゲー
ジ法は，ブリッジの 4 辺の抵抗をすべてひずみゲージによって構成する方法（図
4-4
(65)）であり，各辺のひずみゲージのゲージ率 Ks及び抵抗値が等しく（Rg1 = Rg2 = Rg3 
= Rg4），それぞれに1，2，3，4のひずみが生じたとすると，式(4.1)と式(4.7)より次
式が成り立つ． 
E
K
e s  )(
4
4321      (4.8) 
ここで，被測定物（パイル）の表裏に図 4-5(65)に示すようにひずみゲージを配置した
場合，各ゲージに生じるひずみは，1 = 3 = -2 = -4（= 0とおく）となるので，出力
電圧 e0は次式のようになる． 
EKe s  0       (4.9) 
水流実験では，水流方向を X，水流に対して垂直方向を Y として，ひずみゲージをパ
イル上部の表裏面にそれぞれ設置（表裏 2 枚ずつの 2 方向，計 8 枚）して，パイルに
作用する力を測定した（図 4-2 参照）．ここで，ひずみゲージからの電圧はデータロ
ガーにより 20 msec.毎に記録し，時間平均した結果である．図 4-6 にひずみゲージの
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出力電圧 e とパイルに働く力 D の関係を示す．ここに，水流方向の力を DX，水流に
対して垂直方向の力を DYで表し，DYは上流から見て右方向（下端での前段プロペラ
の回転方向）を正としている（図 4-2 参照）．また，ここでの力はパイル下端に集中
荷重として与えており，パイルにモデル発電ユニットを固定した時のタンデムプロペ
ラに作用する抗力（流体力）によって発生する力を模擬したものとなっている．ひず
みゲージの出力電圧とパイルに働く力は比例関係であり，この校正値によりパイルに
働く力を算出した．実際の実験では，パイルの水没部分に作用する流体力も含まれる
が，この力を予め測定して実験値に加味することで，タンデムプロペラの設置により
発生する真の力を評価することにした．  
 
Model power unit 
図 4-2 パイル式水流実験装置の概略図 
Pile 
Strain gages 
Pile cover 
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図 4-3 ホイートストンブリッジ回路 
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図 4-4 ひずみゲージのブリッジ回路(65) 
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図 4-5 ひずみゲージの設置方法(65) 
図 4-6 ひずみゲージの出力電圧とパイルに作用する力の関係 
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4.3 パイルに働く力 
4.3.1 水流方向の抗力 
 本潮流発電ユニットを搭載する支持パイルの設計資料を得るため，パイルに働く水
流方向の抗力の測定を行った．図 4-7 は，Tandem Propeller AA のブレード取付角F = 5 
deg., R = 10 deg.において，流速 V を変化させたときの水流方向の抗力 DXを示す．流
速が増加するにつれて，水流方向の抗力は当然ながら速度の 2 乗に比例して増加して
いることが確認できる．すなわち，式(3.26)や式(3.27)に示したような速度と力の関係
式（ 22SVCF f ，C：係数， f ：流体密度，S：代表面積）を満たしている． 
流速を V = 0.8 m/s の一定にしたときの，相対周速比Tに対する水流方向の抗力係数
CDX [= DX / (AV 
2 
/ 2)，DX：水流方向の抗力]を図 4-8 に示す．最大抗力係数 CDXmaxは
相対周速比約T = 11 のとき，CDXmax= 0.83 であった．最大抗力係数 CDXmaxが得られる
相対周速比Tは，最高出力係数 CPTmaxが得られる相対周速比（約T = 8）より大きく，
高周速域ではほぼ一定となっている．回転速度が速い高周速域では，迎え角が小さく，
プロペラで発生する揚力 FL と抗力 FL の合力 F がよりプロペラ回転軸方向（水流方
向）を向くようになるため，高い抗力係数が得られると考えられる（図 3-5 参照）． 
 表 4-1 に，各ブレード取付角における水流方向の抗力係数を示す．ここに，タンデ
ムプロペラの後段プロペラを取り除き，前段プロペラのみ（Single Propeller A）で運
転させたときの結果もあわせて示す．パイルに働く水流方向の力はプロペラ取付角の
影響を受け，取付角が増加するにつれて，抗力係数は減少する．すなわち，ブレード
取付角が増加するにつれて，プロペラで発生する揚力 FL と抗力 FL の合力 F はより
プロペラ回転方向を向くようになり，水流方向成分が減少するため（プロペラの抗力
が減少），抗力係数は小さくなる．また，タンデムプロペラと単段プロペラを比較す
ると，前段プロペラのプロペラブレード取付角が同じ場合（例えば，タンデムプロペ
ラ：F = 0 deg., R = 0 deg.と単段プロペラ：F = 0 deg.），単段プロペラに比べてタン
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デムプロペラの抗力係数の方が大きくなるが，後段プロペラの取付角が増加するにつ
れてタンデムプロペラの抗力係数は減少し，単段プロペラの抗力係数値に接近する．
とくに，タンデムプロペラの最適な取付角F = 5 deg., R = 10 deg.と単段プロペラとし
ての最適取付角F = 0 deg.に着目すると，タンデムプロペラの方が抗力係数は小さく，
後段プロペラの付加による水流方向の抗力増大の懸念は低いと考えられる． 
 
 
図 4-7 パイルに働く水流方向の力に及ぼす流速の影響 
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図 4-8 水流方向の抗力係数 
表 4-1 各ブレード取付角における抗力係数 
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4.3.1 垂直方向の力 
 図 4-9 は，流速を V = 0.8 m/s の一定にしたときの，水流に対して垂直方向の力係数
CDY [= DY / (AV 
2 
/ 2) ，DY：垂直方向の力]を示す．ここに，前段プロペラのみで運転
させたときの結果もあわせて示す．前段プロペラのみ，つまり従来発電技術の単段プ
ロペラを最高出力が得られる最適なブレード取付角F = 0 deg.で運転させた場合，一
方向に偏った垂直方向力が働いていることが確認できる．すなわち，単段プロペラで
発生する回転トルクの反作用トルクがパイルへと伝わり，前段プロペラの回転方向に
偏った力が作用している．一方，本潮流発電ユニットで採用しているタンデムプロペ
ラは，回転速度が増加しても垂直方向の力がほとんど発生していないことが確認でき
る．これは，タンデムプロペラは回転トルクを相殺し，発電ユニットの外部，つまり
パイルに反作用が働いていないことを示している．  
 
図 4-9 水流に対して垂直方向の力係数 
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4.4 発電ユニットの動バランスの影響 
 本潮流発電ユニットに用いるタンデムプロペラの回転及び動バランスがパイルに
及ぼす影響を調べるため，パイルに作用する力の周波数分析を行った．分析は高速フ
ーリエ変換（Fast Fourier Transform：FFT）(66), (67)を用いて行った．図 4-10 は Tandem 
Propeller AA の動バランスが不釣合いのときのパイルに働く(a) 水流方向，及び(b) 垂
直方向の力のスペクトル密度分布（Power Spectrum Density：PSD）を示す．図に示す
ように，パイルに働く力は卓越周波数 f = 4.3，3.4 Hz をもっていることが確認できる．
これらの卓越周波数は前段プロペラの回転数 NF（NF = 257 min
-1
 : fF = 4.3 Hz）と後段
プロペラの回転数 NR（NR = 211 min
-1
 : fR = 3.5 Hz）にほぼ一致した値となっている．
これは，各プロペラの動バランスの不釣合いが引き起こしていると考えられる． 
 また，図 4-10 (b)に示した水流に対して垂直方向の力において，各プロペラの回転
に起因する周波数以外に，卓越周波数 f = 5.2 Hz が確認できる．これは，パイルに設
置した対称翼型のカバーから発生するカルマン渦の影響と考えられる．ここで，カル
マン渦の発生周波数 fK は以下の式で与えられる． 
l
VS
f tK        (4.10) 
ここに，St はストローハル数，l は代表長さを示す．パイルに設置した対称翼型カバ
ー（St = 0.16
(68)，l = 25 mm）について，式(4.10)により得られるカルマン渦周波数は fK 
= 5.1 Hz であり，図中の卓越周波数とほぼ一致している．すなわち，タンデムプロペ
ラの回転のみならず，パイルから発生するカルマン渦周波数も発生する． 
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図 4-10 動バランスが不釣合いの場合のスペクトル密度分布 
(a) パイルにかかる水流方向の力 
(b) パイルにかかる垂直方向の力 
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図 4-11 はタンデムプロペラの動バランスの不釣合いを予め修正し，釣合わせたと
きのパイルに働く(a) 水流方向，及び(b) 垂直方向の力のスペクトル密度分布（Power 
Spectrum Density：PSD）を示す．動バランスを釣合わせた場合，各プロペラの回転に
ともなう卓越周波数（前段プロペラ NF = 187 min
-1
 : fF = 3.1 Hz，後段プロペラ NR = 227 
min
-1
 : fR = 3.8 Hz）は弱まっており，タンデムプロペラの動バランスがパイルの振動
に大きく影響することが確認できる．また，水流に対して垂直方向の力において，前
述した対称翼型パイルカバーから発生するカルマン渦周波数（fK = 5.0 Hz）も発生し
ている． 
 図中には，上述した各プロペラの回転及びパイルカバーから発生するカルマン渦周
波数とは異なる周波数も現れている．Hanson は自由空間内にある二重反転プロペラ
の干渉周波数 fDは，次式で与えられることを見出している
(39)． 
FFRRD NkZNmZf       (4.11) 
ここに，m は自然数，k は整数（  ~ ），ZFは前段プロペラのブレード枚数，ZR
は後段プロペラのブレード枚数を表す．表 4-2 に式(4.11)から求まる周波数を示す．表
に示した周波数は，図中の卓越周波数とよく一致している．すなわち，発電ユニット
を設置するパイルは，各プロペラの回転だけでなく，前後段プロペラの干渉も影響し，
パイルの設計の際には，これらの周波数とパイルから発生するカルマン渦周波数との
共振も考慮する必要がある． 
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図 4-11 動バランスが釣り合っている場合のスペクトル密度分布 
(a) パイルにかかる水流方向の力 
 
(b) パイルにかかる垂直方向の力 
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表 4-2 Hanson の式から算出した干渉周波数 
Sound Harmonic Load harmonic Frequency
m k f D  Hz
3 -5 10.0
-6 19.6
-10 17.8
9 -16 20.7
4
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4.5 後方水面への影響 
 序論でも述べたように，潮流エネルギーの開発では，周辺の海洋環境への配慮が必
要となる．そこで，本発電ユニットを設置した際，ユニット後方の水面への影響を調
べた．図 4-12 に示すように，前段プロペラのブレードティップから水面までの距離
を z，発電ユニット後方の水面高さの差を h とする．ブレード取付角F = 5 deg., R = 10 
deg.の Tandem Propeller AA において，流速 V を変化させたときの水面高さの差 h を図
4-13 に示す．ここで，水面高さの差 h は，前段プロペラの直径 dF で無次元化した値
h / dFを用い，前段プロペラのブレードティップから水面までの距離は前章で述べた
ように z = 0.175 m（z / dF = 0.5）の一定とした．前述したパイルに働く水流方向の力
と同様に，流速が増加するにつれて，発電ユニット後方の水面高さの差は速度の 2 乗
に比例して増加していることが確認できる．すなわち，タンデムプロペラの抗力が後
方水面に影響する． 
 表 4-3 に流速が V = 1.2 m/s のとき，各ブレード取付角における発電ユニット後方の
無次元化した水面高さの差 h / dFを示す．パイルに働く力同様，ブレード取付角が増
加，すなわちプロペラの抗力が減少すると水面高さの差も小さくなる． 
 図 4-14 に流速及び相対周速比を一定に保ち，前段プロペラのブレードティップか
ら水面までの距離を変化させたときの結果を示す．プロペラと水面までの距離が遠く
なるにつれて，水面高さの差は減少する．この水面高さの差 h は周辺環境，特に海上
における船舶等の運航に影響を与えてしまう．したがって，周辺環境への影響を小さ
くするためには，発電ユニットを水面から離した海中深くに設置したほうが望ましい． 
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図 4-12 水面からブレードティップまでの距離 z と発電ユニット後方の 
水面高さの差 h 
図 4-13 発電ユニット後方の水面高さの差に及ぼす流速の影響 
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図 4-14 発電ユニット後方の水面高さの差に及ぼす 
水面とブレードティップの距離の影響 
表 4-3 各ブレード取付角における発電ユニット後方の水面高さの差 
0
0.05
0.1
0.15
0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5
 z / d
F
h
 /
 d
F

T
 = 13.4Tandem Propeller AA

F
deg.
R
deg. V  = 1.0 m/s
第4章                                                    パイル式による設置 
 
92 
4.6 結言 
 本潮流発電ユニットをパイルによって設置することを想定し，パイルに働く力や発
電ユニットの運転の影響などを把握した．得られた知見は以下の通りである． 
 
(1) 流速が増加するにつれて，パイルにかかる水流方向の抗力は速度の 2 乗に比例し
て増加し，最高出力が得られる相対周速比よりも高い相対周速比で最大抗力係数
が得られる． 
 
(2) パイルに働く水流方向の抗力は，ブレード取付角の影響を受け，取付角が増加す
るにつれて抗力係数は減少する．また，前段プロペラのブレード取付角が同じ場
合，単段プロペラに比べてタンデムプロペラの方がパイルにかかる力は大きくな
るが，タンデムプロペラの最適な取付角F = 5 deg., R = 10 deg.と単段プロペラの
最適な取付角F = 0 deg.を比較すると，タンデムプロペラの方がパイルに働く力は
小さい． 
 
(3) 単段プロペラの場合，一方向に偏った流れに垂直方向の力がパイルに働く．一方，
タンデムプロペラは垂直方向の力がほとんど発生しておらず，本潮流発電ユニッ
トの優位性である回転トルクを相殺し，外部に反力を持たないことを確認した． 
 
(4) 発電ユニットの動バランスや前後段プロペラの各回転及び両者の干渉がパイルの
振動に影響していることを確認した．また，パイルから発生するカルマン渦の影
響もあるため，パイルの設計の際にはこれらの共振も考慮する必要がある． 
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(5) 発電ユニット後方の水面高さの差への影響は，パイルに働く水流方向の力と同様
の傾向を示し，プロペラの抗力が大きいほど水面高さの差は高く，影響が大きい．
また，発電ユニットの設置位置が水面に近づくにつれて，水面高さの差は大きく
なることから，発電ユニットをできるだけ深い位置に設置する方が海洋環境への
影響が小さい． 
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5.1 緒言 
前章では，本潮流発電ユニットをパイルに搭載することを想定して，その特性の把
握を図ったが，本潮流発電ユニットの優位性を最大限に活かす方法は係留方式による
設置である．すなわち，独自の係留方式を採用することにより，従来技術の単段プロ
ペラでは実現できないワイヤやチェーン一本による係留を可能にする． 
そこで本章では，本潮流発電ユニット独自の新たな係留方法を提案し，係留式発電
ユニットが運転する際の挙動を把握することにした． 
 
 
5.2 新たな係留方法の着想 
本潮流発電ユニットの特徴を最大限に活かすため，ワイヤやチェーン一本による新
たな係留方法を提案する．ここで，係留式発電ユニットは，潮流の流れ方向の変化に
対応するため，発電ユニットの抗力によって自動的に向きを変えることができるダウ
ンストリーム方式を採用する．以下にその詳細を説明する． 
 
 (1)回転モーメント（ローリングモーメント）の相殺 
 従来技術の単段プロペラは，前章の図 4-9 で実証したように，プロペラの回転によ
って回転モーメントが発生し，このモーメントの反力がナセルやパイル等に働く．す
なわち，単段プロペラを係留式によって固定するには，プロペラがもつ回転モーメン
トを支持するために，2 本以上のワイヤーやチェーンを用いる必要がある．一方，本
潮流発電ユニットの前後段プロペラは互いに逆方向に回転し，回転モーメントが一致
する点で運転されるため，両回転モーメントが相殺され，外部に反力をもたない（図
4-9 参照）．すなわち，本潮流発電ユニットは回転モーメントの支持が不要となる． 
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 (2)子午面モーメント（ピッチングモーメント）の相殺 
 水流中で運転している発電ユニットには，回転モーメントだけでなく，浮力や水流
から受ける抗力等により，子午面方向のモーメント（ピッチングモーメント）も発生
する．図 5-1 は水流中にある発電ユニットに働く力を示している．ここに，B は浮力，
D は水流から受ける抗力，Wは発電ユニットの重量を示しており，ここでは浮力より
重量の方が大きい（B < W）状態を表している．これらの力は，発電ユニットにかか
るピッチングモーメントとなるため，水流に対して発電ユニットの姿勢を崩す要因と
なる．そこで，発電ユニットに働くピッチングモーメントがバランスし，0 となるピ
ッチングモーメント中心に注目する．図 5-1 に示すように，発電ユニットに働く抗力
の作用線上の点を点 C とすると，点 C まわりのピッチングモーメント MCは以下の式
で表される．ここに，x1は点 C と浮力中心までの距離，x2は点 C と重心までの距離を
示す． 
MC = Bx1 - Wx2                            (5.1) 
すなわち，式(5.1)のピッチングモーメントが MC = 0 となる点 C がピッチングモーメ
ント中心であり，このピッチングモーメント中心の位置で係留することにより，発電
ユニットは水流に対して水平姿勢を崩すことなく安定して運転することが可能とな
る．流速が変化した際は，発電ユニットにかかる抗力のみが変化し，当然ながら発電
ユニットの重量や浮力には全く影響しないため，抗力の作用線上にあるピッチングモ
ーメント中心 C で支持した発電ユニットは，流速によらず常に水平姿勢を保つことが
できる（図 5-2）．つまり，潮流が止まっているときには，発電ユニットはワイヤの
支持点の下部で静止し，流速が速くなるにつれて発電ユニットにかかる抗力が大きく
なるため，後方へ移動するが，水平姿勢は保ったまま安定運転を行う．また，浮力よ
り重量の方が大きい場合[B < W：図 5-2]は，浮体物や橋脚等から，重力より浮力の方
が大きい場合[B > W：図 5-3]は，海底や沿岸等から係留することが可能である． 
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 以上のような係留方法により，本潮流発電ユニットは従来の単段プロペラ式発電ユ
ニットでは実現できないワイヤやチェーン一本による係留を可能とする．このワイヤ
/チェーン一本による係留は，ヨー方向の拘束がないため，水流から受ける抗力によっ
てプロペラの回転面を自動的に水流方向に追従させることができる．図 5-4 に潮流方
向が変化した時の発電ユニットの挙動を示す．ここに，D は発電ユニットの抗力，S
はピッチングモーメント中心 C で係留している係留索（ワイヤやチェーン等）の張力
を示す．発電ユニットにおいて潮流から受ける抗力は主にプロペラに作用するため，
図に示すように，発電ユニットの抗力の作用点はピッチングモーメント中心よりプロ
ペラ側となる．潮流方向が変化し，発電ユニット後方から流入したとき[図 5-4 右中央 
(①)]，抗力 D と抗力の反力となる張力 S によりヨー方向のモーメント M が発生し，
発電ユニットは徐々に回転して逆方向を向くようになる．発電ユニットの方向が逆転
後，潮流が斜めから流入した場合[図 5-4 左上(⑤)，左下(③)]は，発電ユニットを潮流
方向に向けるような方向のモーメントが作用し，潮流に対して発電ユニットが水平に
なると[図 5-4 左中央(④)]，モーメント M は発生せず，安定運転となる． 
図 5-1 水流中における発電ユニットに作用する力 
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図 5-2 各流速における係留状態（B < W） 
静止 
水流 
図 5-3 海底からの係留状態（B > W） 
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図 5-4 流れ方向の変化への対応 
① 
② ③ 
④ 
⑤ 
第5章                                              新たな係留方式による設置 
 
100 
5.3 実験装置と実験方法 
 前述したように係留式発電ユニットは，発電ユニットの抗力によって自動的に向き
を変えることができるダウンストリーム方式を採用する．そこで，アップストリーム
方式として準備したパイル式モデル発電ユニット（図 3-1 参照）をダウンストリーム
方式へと変更して，係留式モデル発電ユニットとした（図 5-5）．すなわち，前後段
プロペラはそれぞれ接触面を持つ外軸と内軸にそれぞれ接続され，運転を行う．また，
前章で示したように，動バランスの影響を避けるため，あらかじめ釣合わせて実験を
行った． 
 係留式発電ユニットの基本的な運転挙動を把握するため，水流実験は 3，4 章と同
様に台形断面の用水路を用い（図 3-12 参照），一方向流での実験を行った．係留式
モデル発電ユニットは，図 5-6 に示すようにパイル式発電ユニットの支持用パイル下
端に固定した長さ 580 mm の係留用ワイヤを用いて設置し，前述したピッチングモー
メント中心の位置（ノーズコーン先端から 147 mm の位置）で係留を行っている． 
 係留式モデル発電ユニットの水流中における挙動を把握するため，ナセル内にジャ
イロセンサーと加速度センサーを設置した（図 5-5 参照）．図 5-7 にジャイロセンサ
ー及び加速度センサーの各計測軸の概略図を示す．両センサーは発電ユニットととも
に移動するので，軸方向（シャフト方向）を X，X に対して水平直角方向を Y，X に
対して垂直直角方向を Z として，係留式モデル発電ユニットの加速度（AX，AY，AZ）
と角速度（X，Y，Z）を測定した．また，発電ユニットの抗力を調べるため，前
章と同様に，パイル上部に接着したひずみゲージにより，パイルに働く力の測定を行
った．各センサー及びひずみゲージのデータはデータロガーにより 20 msec.毎に記録
した． 
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ボルト 
ばね 
接触面 
ジャイロセンサー 
加速度センサー 
ノーズコーン 
図 5-5 係留式モデル発電ユニットと内部構造 
Stream 
ワイヤ
ー 
パイル 
ひずみゲージ 
図 5-6 係留式モデル発電ユニットの設置 
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1.55m 
2.08m 
1.1m 
図 5-7 各センサーの測定軸 
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5.4 係留式発電ユニットの実証と運転挙動 
 本潮流発電ユニット独自の係留方式が実現可能であることを係留式モデル発電ユ
ニットを用いて実証する．図 5-8 に加速度センサーから得られた係留式発電ユニット
の挙動の時間変化を示す．ここに，FX，FY，FZ，は各軸の加速度から算出した力（FX 
= MAX，FY = MAY，FZ = MAZ，M：発電ユニットの質量），t は時間を表す．もし従来
技術の単段プロペラであれば，プロペラで発生する回転トルクにより，一方向に大き
く変化して，運転不能となるが，タンデムプロペラを持つ本潮流発電ユニットは，図
に示すように，正負方向に微振動，すなわち，元の位置への復元力をもって運転し続
けている．水流の影響を直接受ける水流方向の力FXの振幅は，水平直角方向の力FY 及
び垂直直角方向の力 FZ の振幅に比べて大きく，前後段プロペラの回転や干渉により，
発電ユニットの抗力が変動して大きく振動している．一方，垂直直角方向は係留ワイ
ヤによって発電ユニットの振動が抑えられるので，水平直角方向の力 FY に比べて垂
直直角方向の力 FZ の振幅方が小さくなっている． 
図 5-9 は各相対周速比Tにおける加速度から算出した力の二乗平均平方根FXrms，
FYrms，FZrms（Root Mean Square：RMS）を示す．ここに，力の二乗平均平方根は図
5-7 に示した様な時系列データを正負に分けて平均化した値である．本潮流発電ユニ
ットのタンデムプロペラは周速比によらず正負方向への同じ大きさの振幅であり，上
述したように復元力を持って運転していることが確認できる． 
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図 5-8 加速度から算出した力の時間変化 
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図 5-9 相対回転速度に対する加速度から算出した力の振幅 
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 図 5-10 はジャイロセンサーから得られた係留式発電ユニットの角速度X，Y，Z
の時間変化を示す．図 5-8 と同様に，発電ユニットは一方向のみに変化するのではな
く，正負方向に復元力をもった運転を行っていることが確認できる．特に，X はプ
ロペラの回転方向となるため，他の角速度Y，Z に比べて振幅は大きいが，本潮流
発電ユニットの特徴である両プロペラが回転モーメントが相殺され，停止することな
く運転し続けている． 
図 5-11 は各相対周速比Tにおける角速度の二乗平均平方根Xrms，Yrms，Zrms
を示す．ここに，角速度の二乗平均平方根は角速度の時系列データ（図 5-10 が一例）
を正負に分けて平均化した値である．角速度も前述の力と同様に，周速比によらず正
負方向への同じ大きさの振幅を持って運転している． 
以上のように，本潮流発電ユニットは，平行移動運動と回転運動のどちらも一方向
へ偏った運動を行うのではなく，元の位置への復元力を持って安定的に運転し続ける
ことができる．すなわち，本潮流発電ユニットは従来技術では行うことができない独
自の係留法のワイヤ一本による係留が実現可能である． 
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図 5-10 角速度の時間変化 
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図 5-11 相対回転速度に対する角速度の振幅 
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 図 5-12に図 5-8から算出した力のスペクトル密度分布を示す．また，表 5-1はHanson
の式(4.11)から求まる周波数を示す．図中に示した周波数は，パイルに働く力と同様
に（図 4-11 参照），各プロペラの回転数（前段プロペラ NF = 308 min
-1
 : fF = 5.1 Hz，
後段プロペラ NR = 205 min
-1
 : fR = 3.4 Hz）や表 5-1 に示した前後段プロペラの干渉周波
数とよく一致しており，係留式発電ユニットの平行運動は前後段プロペラの回転や相
互干渉による抗力の変化によって，振動していることが確認できる．一方，図 5-13
は図 5-10 から算出した角速度のスペクトル密度分布を示すが，角速度は前後段プロ
ペラの相互干渉周波数に比べ，各プロペラの回転周波数に主に卓越している．すなわ
ち，係留式発電ユニットの回転振動は，前後段プロペラの相互干渉による水流から受
ける抗力の変化よりも各プロペラの回転の影響が大きい． 
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図 5-12 加速度から算出した力のスペクトル密度分布 
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Sound Harmonic Load harmonic Frequency
m k f D  Hz
-1 1.7
-2 13.7
-3 22.1
-4 6.7
-7 11.8
-9 19.0
9 -11 15.7
1
4
7
表 5-1 Hanson の式から算出した干渉周波数 
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5.5 安定運転に向けた指針 
図 5-14に図 5-10の角速度を積分して算出した係留式発電ユニットの姿勢角X，Y，
Z（図 5-15）を示す．ここで，計算では時刻 n 及び n+1 における角速度n，n+1の
間を線形に変化すると仮定して，以下の式を用いた． 
tnnnn   )(
2
1
11     (5.2) 
t = 0 のとき，式(5.2)は 
ttt   00       (5.3) 
ピッチングモーメント中心で係留しているため，係留式発電ユニットの姿勢は片方向
に隔たるのではなく，水流方向に対して姿勢角 0 deg.付近で小さく振幅しながら運転
している．この振幅は，ロール方向の安定性の高い浮遊物で発生するダッチロール(69)
や回転体で発生するジャイロ効果(70)といった現象が複雑に組み合わさって発生して
いると考えられる．このような姿勢角の変化，特にピッチ角Y とヨー角Z は，水流
に対する発電ユニットの傾きとなるため，プロペラの受流面積が減少することとなる．
つまり，水流から受けるエネルギー量の減少を招いてしまうことから，実際に海中に
設置する際には，姿勢の変化が極力小さい安定した係留運転が望まれる． 
図 5-16 は係留式発電ユニットの角速度と係留用ワイヤを固定しているパイルに働
く水流方向の抗力係数 CDXの関係を示す．この図によると，抗力係数が大きくなるほ
ど，角速度の振幅は減少する傾向を示している．すなわち，発電ユニットの抗力が大
きいほど，姿勢の変化が小さく，水流に対して係留式発電ユニットの安定した運転が
期待できる． 
 また，序論でも述べたように，潮流発電として利用する場合には，発電ユニットの
安全で安定した運転だけでなく，潮流方向の変化に対応することが必須となる．図
5-17 は係留式発電ユニットの加速度から算出した力とパイルに働く水流方向の抗力
係数 CDXの関係を示すが，抗力係数が増加するにつれて加速度から算出した力も増加
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している．これは，発電ユニットの抗力が大きいほど，水流の影響を受けて発電ユニ
ットが移動しやすくなることを表しており，流れの方向が変化する潮流発電において
は重要な作用となる． 
 以上の結果を踏まえると，発電ユニットの抗力係数を大きくすることで，潮流方向
の変化に発電ユニット自身で容易に対応し，かつ潮流のエネルギーをより多く吸収す
る運転が期待できる． 
 
図 5-14 係留式発電ユニットの姿勢角の時間変化 
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図 5-15 係留式発電ユニットの姿勢角 
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図 5-17 係留式発電ユニットの加速度から算出した力と抗力係数の関係 
図 5-16 係留式発電ユニットの角速度と抗力係数の関係 
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5.6 結言 
 本章では，本潮流発電ユニットの優位性を最大限に利用した独自の係留方式を着想
した．すなわち，タンデムプロペラによる回転モーメントの相殺と，ピッチングモー
メント中心位置で係留することによるピッチングモーメントの相殺を行うことで，本
潮流発電ユニットはワイヤやチェーン一本による係留が可能となる． 
この係留方式を用いて設置した係留式モデル発電ユニットの運転挙動を把握した．
得られた知見は以下の通りである． 
 
(1) 加速度センサーとジャイロセンサーを用いて係留式発電ユニットの運転挙動を測
定し，平行移動運動と回転運動のどちらも一方向へ偏った運動を行うのではなく，
元の位置への復元力を持って安定的に運転し続けることを確認した． 
 
(2) 加速度から算出した力，つまり発電ユニットの平行移動運動の振動は，パイル式
発電ユニットと同様に，前後段プロペラの回転周波数や干渉周波数に一致する卓
越周波数を有している．一方，発電ユニットの回転運動の振動は，相互干渉周波
数に比べて各プロペラの回転数周波数に主に卓越しており，各プロペラの回転の
影響が大きい． 
 
(3) 発電ユニットの抗力係数が大きくなるにつれ，加速度の振幅は増加し，角速度の
振幅は減少する傾向にある．すなわち，発電ユニットの抗力係数を大きくするこ
とで，潮流方向の変化に容易に対応し，かつ潮流のエネルギーをより多く吸収す
る発電ユニットの運転が可能である． 
第6章                                  潮流発電用タンデムプロペラの高効率化 
 
118 
 
 
第 6 章 
潮流発電用タンデムプロペラの高効率化 
 
 
6.1 緒言 
6.2 数値シミュレーション法  
6.3 翼形状の好適化 
 6.3.1 計算領域と解析条件 
6.3.2 翼形状による翼型特性の変化 
 6.3.3 好適な翼型形状の提案 
6.4 翼負荷分布の好適化 
 6.4.1 計算領域と解析条件 
6.4.2 好適な翼負荷分布の提案 
6.5 潮流発電用タンデムプロペラの設計 
 6.5.1 前段プロペラ用ブレード 
6.5.2 後段プロペラ用ブレード 
6.6 効率向上の確認 
6.7 キャビテーションを考慮した翼形状の提案 
6.8 結言 
第6章                                  潮流発電用タンデムプロペラの高効率化 
 
119 
6.1 緒言 
これまでの実験で使用したタンデムプロペラは，先行して行った風力発電ユニット
の研究成果を踏まえ，風車用として翼型および短い翼弦を決定し，高周速域で最高出
力が得られた．しかし，潮流発電においては，水中特有のキャビテーションの発生を
考慮したプロペラ設計が必要であり，キャビテーションはプロペラの回転速度の増加
に伴う流体の圧力低下によって発生するため，翼弦長を大きくして高速回転を避け，
低周速域で高効率が得られる設計手法が望まれる．また，プロペラブレード端から発
生する翼端渦は海中生物に悪影響を及ぼす可能性があるため，渦の発生をできるだけ
抑える必要がある． 
以上を踏まえ，本章では市販の流体解析コードを用いた数値シミュレーションによ
り，潮流発電用タンデムプロペラの高効率化を図る． 
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6.2 数値シミュレーション法 
 計算機の高性能化・大容量化に伴い数値流体力学（Computational Fluid Dynamics：
CFD）は飛躍的に発展し，様々な分野で数値シミュレーションの活用が行われている．
乱流の数値シミュレーション手法としては，乱流中に時間平均速度が存在することを
仮定し，乱れをモデル化することで流れ場を決定する RANS（Reynolds Averaged 
Navier-Stokes Simulation）(71), (72)やスケールの大きな渦は直接解き，スケールの小さな
渦をモデル化する LES（Large Eddy Simulation）(73)，Navier-Stokes 方程式を直接解く
DNS（Direct Numerical Simulation）(74)などがあるが，本章では，RANS に基づく定常
数値解析を行った．解析プロセスは，形状の作成，計算格子生成，境界条件設定，計
算，計算結果処理である．本解析の計算格子は，市販の格子生成ツールのANSYS-ICEM 
CFD および ANSYS-TurboGrid を用いてすべての計算領域に構造格子を適用し，ソル
バーとして汎用熱流体解析コード ANSYS-CFX を使用した．ANSYS-CFX は，
Navier-Stokes 方程式を有限体積法に基づき離散化しており，連立方程式で表現される
流体力学系全体を全グリッド・ノードにわたって同時に解くため，高速なソルバー環
境を実現できる(75)．また，グリッドを各プロセッサーに適した大きさに自動分割して
並列計算を行う機能を持つなどパラレル性能に優れ，省メモリ・高速・高精度・高ロ
バスト性を備える．乱流モデルには，k-モデルを適用した． 
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6.3 翼形状の好適化 
6.3.1 計算領域と解析条件 
潮流発電用タンデムプロペラの高効率化に向けた第一段階として，二次元翼の数値
シミュレーションにより翼形状の高性能化を行う．図 6-1 に二次元翼数値シミュレー
ションの計算領域を示す．翼型の翼弦長を C = 10 mm とし，計算領域は翼型中心から
上流側に 3C，下流側に 7C，上下方向に各 2.5C とした．前述したように，計算格子に
は構造格子を採用し，翼面周りに C 型計算格子を配置している（図 6-2）．なお，計
算格子点数は約 20 万点である．境界条件は，入口に一様流速，出口に静圧を与えた．
また，翼面及び上下面にはすべりなしの壁面境界を与え，側面には対称境界を与えて
二次元翼解析を想定した．ここで，本潮流発電ユニットは，プロペラ直径 7m の実用
機を想定し，プロペラのハブからティップまでの半径の違いやプロペラ回転数により，
レイノルズ数は Re = CV /  = 1.0×105 ~ 5.5×106 程の範囲になることが予想される．
そこで本解析では，入口流速を変化させ，乱流への遷移域付近である Re = 105と十分
に発達した乱流域と予想される Re = 106を中心に解析を行った． 
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図 6-2 翼面周りの計算格子 
図 6-1 二次元翼解析の計算領域 
Outlet Inlet 
第6章                                  潮流発電用タンデムプロペラの高効率化 
 
123 
6.3.2 翼形状による翼型特性の変化 
まず，水路実験で使用した産業総合技術研究所の MEL002 翼型(61)を用いて，実験結
果と数値シミュレーション結果の比較を行った．図 6-3 は翼弦長 C で無次元化した
MEL002 翼型の形状を示し，図 6-4 はレイノルズ数 Re = 105のときの翼面圧力分布を
示す．ここに，Cpは翼面圧力係数を示し，以下の式で与え，p は翼面圧力，p0は静圧
を示す． 
2
0
2
1
V
pp
C p


       (6.1)． 
数値シミュレーション結果を線，実験結果をプロットで示すが，数値シミュレーシ
ョン結果は実験結果と比較的よく一致しており，良好な結果が得られているといえる．
また，この翼面圧力の差が大きいほど，大きな揚力を得ることができる． 
図6-5は迎え角に対する揚力係数CL，抗力係数CD，及び揚抗比の解析結果を示す．
数値シミュレーションの揚力係数が得られる迎え角は，実験結果に比べて若干大きく
なっているものの，おおよそ同様の傾向を示しており，良好な結果が得られている．
しかし，揚抗比の解析結果は実験結果に比べて非常に小さくなっている．これは，も
ともと非常に小さな値である抗力係数の実験値に対し，数値シミュレーション結果が
わずかに大きく見積もられたことに起因している．このような誤差は，他の翼型形状
においても同様の傾向を示しており，最大揚抗比が得られる迎え角もほぼ一致してい
ることから，定性的には問題ないと判断した． 
そこで，翼形状の好適化に向け，NACA 翼型のいくつかの代表的な翼型について数
値シミュレーションを実施し，翼形状の変化が翼型特性に及ぼす影響を調査した． 
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図 6-4 MEL002 翼型の翼面圧力分布の比較(61) 
図 6-3 MEL002 翼型の無次元座標(61) 
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(1) 翼厚の影響 
 翼厚の影響を把握するため，反り比や最大反り位置は一定に保ち，厚み比 thを 12% 
~ 21%に変化させた翼型（NACA4412 ~ NACA4421）について解析を行った．図 6-6 に
各翼型の無次元座標を示し，図 6-7 に迎え角 = 10 deg.，レイノルズ数 Re = 105のと
きの翼面圧力分布を示す．正圧面，負圧面ともに翼厚が大きくなるほど圧力が低下し
ている．また，翼厚が大きいほど，負圧面の前縁直後の圧力低下が緩やかとなり，最
低圧力点後の圧力上昇勾配は大きくなっている．正圧面においても同様に最大圧力の
低下，及び最大圧力点後の圧力減少勾配が大きくなっている．これは前縁半径が大き
く，流れが翼面に沿ってスムーズに流入するため，前縁からの圧力減少が緩やかとな
り，翼厚が小さいと流れが翼面を沿わず剥離するため圧力の急減が生じている．また，
最低圧力点後は翼面の反りが大きいために大きく速度が変化し，圧力上昇勾配が大き
い． 
 図 6-8 はレイノルズ数 Re = 105，106のときの各厚み比 thにおける翼型特性を示す．
翼厚が小さいほど揚力係数，揚抗比共に増加しており，レイノルズ数の大きい Re = 106
のとき，揚抗比の増加がより顕著に現れている． 
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図 6-6 厚み比を変化させた NACA 翼型の無次元座標 
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図 6-7 厚み比の翼面圧力分布への影響 
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(2) 反りの影響 
 次に，翼厚比や最大反り位置は一定に保ち，反り比 Caを 2% ~ 8%に変化させた翼
型（NACA2418 ~ NACA8418）について解析を行った．図 6-9 に解析を行った各翼型
の無次元座標を示し，図 6-10 に翼面圧力分布を示す．反り比が大きくなるほど正圧
面と負圧面の翼面圧力差が大きくなっており，大きな揚力が発生する．また，反り比
が大きいほど，翼面に沿った流れの流入ができ，前縁から緩やかな圧力減少となって
いる． 
 図6-11はレイノルズ数Re = 105，106のときの各反り比Caにおける翼型特性を示す．
前述した通り，反り比が大きいほど高い揚力係数が得られるが，同時に抗力係数も増
加してしまうため，揚高比としては Ca = 4 ~ 6 %付近で最大となっている． 
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図 6-10 反り比の翼面圧力分布への影響 
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(3) 最大反り位置の影響 
 続いて，翼厚比や反り比は一定に保ち，最大反り位置 xcaを前縁から 20% ~ 80%の
位置に変化させた翼型（NACA4218 ~ NACA4818）について解析を行った．図 6-12 に
各翼型の無次元座標を示し，図 6-13 に翼面圧力分布を示す．各翼型の最大反り位置
での翼面圧力の増加と減少が発生しており，各最大反り位置以外の部分においては，
最大反り位置が後縁に近づくほど差圧が大きい傾向にある．また，最大反り位置が前
縁に近づくにつれて前縁付近の圧力低下が小さくなっている． 
 図 6-14 はレイノルズ数 Re = 105，106のときの各最大反り位置 xcaにおける翼型特性
を示す．揚力係数は最大反り位置が後縁に近づくにつれて大きくなっており，揚高比
も増加している．  
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6.3.3 翼形状の好適化 
 前節の数値シミュレーションの結果を踏まえ，高性能が期待できる翼型形状を求め
る．数値シミュレーション結果から，高い揚抗比が期待できる翼型形状として以下の
ようなものがあげられる． 
 翼厚はうすい方が抗力が小さく，大きな揚力も得られることから，なるべくうす
い形状が望ましい． 
 反り比は大きいほど，正圧面と負圧面の差圧が大きくなり，高揚力が得られるが，
同時に抗力も増加するため，反り比 Ca = 4 ~ 6 %程がよい． 
 最大反り位置は後縁側に近づくにつれ，高揚力が得られるが，同時に抗力も増加
するため，反り位置 xca = 50 ~ 80 の位置でほぼ一定の高揚抗比が得られる． 
以上を考慮し，高性能が期待できる翼型形状の一例として図 6-15 に示すような
Hydrofoil A を提案した．翼厚を薄くし，抗力の増加も考慮しつつ大きな反りを与える
ような形状としている． 
 図 6-16 に Hydrofoil A と MEL002 翼型の翼型特性の比較を示す．ここに，図 6-16(a)
は，迎え角に対する翼型特性，図 6-16(b)は Hydrofoil A の最大揚高比が得られた迎え
角 = 6 deg.において，各レイノルズ数に対する翼型特性を示す．MEL002 翼型に比べ
Hydrofoil A は，抗力係数が若干増加したものの，揚力係数が大幅に増加したため，揚
高比の増加が得られている．また，レイノルズ数が大きくなると揚力係数は増加し，
抗力係数は減少している．すなわち，発電ユニットを大型化し，高レイノルズ数とす
ることで，より高い出力が期待できる． 
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6.4 翼負荷分布の好適化 
6.4.1 計算領域と解析条件 
ブレード端から発生する翼端渦は海中生物に悪影響を及ぼす可能性があるため，そ
の抑制が必要となる．そこで，数値シミュレーションを用いて渦の発生が少ない翼負
荷分布の好適化を図る．解析は，Hydrofoil A を用いた単ブレードを対象に実施し，ブ
レードの翼弦長の長さをブレード半径方向に変化させることで，異なる翼負荷分布を
得た．図 6-17 に翼負荷分布の好適化で用いた単ブレード数値シミュレーションの計
算領域を示す．計算領域は，ブレード中心から上流 100 mm，下流 200 mm，高さ 237.5 
mm，幅 70 mm とし，前後段ブレード（前段ブレード長さ：187.5 mm，後段ブレード
長さ：147.5 mm）が十分に含まれるように設定した．計算格子は，前回と同様に構造
格子を採用し，計算格子点数は約 74 万点である．境界条件は，入口にブレードの半
径位置によって相対速度が変化することを考慮した速度分布，出口に静圧を与えた．
また，ブレード面及び上下面にはすべりなしの壁面境界を与え，側面には対称境界を
与えた． 
図 6-17 単ブレードの計算領域 
Inlet Outlet 
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6.4.2 好適な翼負荷分布の提案 
 翼負荷分布の変化によって，ブレード端渦の発生にどのような影響を及ぼすか把握
するため，図 6-18 に示すような翼弦長の異なる 4 種のブレードについて数値シミュ
レーションを行った．比較のため，この 4 種のブレードは，ブレード全体で発生する
トルク Ttotalが等しくなるように翼弦長を調整しており，これらのブレードの半径方向
の翼負荷分布（トルク分布）を図 6-19 に示す．ここに，縦軸はブレード全体で発生
するトルク Ttotal で無次元化した値である．ブレード端から発生する渦の評価は渦度
Vor （ 222   ，：x 軸まわりの渦度，：y 軸周りの渦度， ：z 軸周りの
渦度）を用いて行った．図 6-20 にブレードティップ位置の後縁からの距離 x に対する
渦度 Vor を示す．ここに，縦軸の渦度 Vor は図 6-18 (a)のブレード（No. 1）の x = 0
における渦度 Vormaxで無次元化した値である．図 6-19 と図 6-20 より，ブレードティ
ップ側での翼負荷が大きい程，渦度が大きく，逆に半径内側の負荷分布が大きいと渦
度が小さいという傾向を示す． 
 以上の結果を考慮すると，前段プロペラ用ブレードの場合，3 章で述べたように半
径の小さい領域では仕事をしないような設計法を適用するため，半径の小さいハブ側
での大きなトルク発生を避け，かつ渦の発生も幾分抑えられる図 6-18(b)のブレード形
状 No.2 のような一定の割合で翼弦長が減少する形状を採用する．一方，後段プロペ
ラ用ブレードは，半径の小さい領域で前段プロペラから通過してくるエネルギーを十
分に受け取り，かつ渦の発生を抑制する図 6-18(d)のブレード形状 No.4 のような半径
内側で大きな負荷を受ける形状を採用する． 
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(a) ブレード形状 No.1 
図 6-18 各ブレードの翼弦形状 
(b) ブレード形状 No.2 
 
(c) ブレード形状 No.3 
 
(d) ブレード形状 No.4 
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6.5 潮流発電用タンデムプロペラの設計 
6.5.1 前段プロペラ用ブレード 
 前段プロペラ用ブレードの設計法は，3 章で述べたように，半径の小さい領域では
仕事をさせず流れのエネルギーをそのまま受け流し，半径の大きい領域で大きな回転
力を得るというものである．前回設計の Front Blade A は半径の小さい領域で対称翼型
（NACA0015），大きい領域で反りを持つ翼型（MEL002）の 2 種を組合せて設計し
たが，本設計法は半径の小さい領域でブレードを無負荷状態とすれば良いので，反り
をもつ翼型にも適用することができる．そこで，本章で提案した Hydrofoil A を用い
て，前段プロペラ用ブレードの設計を行った． 
 今回の設計は前段プロペラ直径 dF = 7m の実用機を想定した 1/14 スケールモデル
（直径 dF = 500 mm）とし，水中におけるキャビテーション発生を考慮して設計周速
比をF = 3.9 と設定した（次章で詳しく述べる）．半径の小さい範囲では，仕事をし
ない無負荷状態となるようにひねり・迎え角を与え，半径の大きい範囲では高トルク
を得るために Hydrofoil A の最適な迎え角 = 6deg.となるようひねりを与えている．
図 6-21 に設計したひねり角Fと迎え角分布Fを示す．図に示すように，半径の小さ
い範囲（0.25 < R < 0.45）では，マイナスの迎え角を与えて無負荷状態とし，半径の大
きい範囲（0.7 < R < 1）は迎え角 = 6deg.の一定となっている．また，前回設計の Front 
Blade A では，半径の小さい領域と大きい領域の接合部分にひねり角の急変が生じ，
この部分から放出渦発生の懸念があるため，ひねり角及び迎え角の急変が無いよう滑
らかに接続している（0.45 < R < 0.7）． 
 上記のひねり角と，前項で述べた翼負荷分布により好適化した前段プロペラ用ブレ
ード Front Blade B の概略図を図 6-22 に示し，このブレードの翼弦長分布及び数値シ
ミュレーションにより得られた翼負荷分布を図 6-23 に示す．所望した通り，半径の
小さい領域ではトルクの発生がほとんどなく，半径の大きい領域で仕事をしている． 
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図 6-23 Front Blade B の翼弦長分布と翼負荷分布 
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6.5.2 後段プロペラ用ブレード 
 次に，Hydrofoil A を用いた後段プロペラ用ブレードの設計を行った．こちらも前段
プロペラ同様，潮流発電ユニット実用機を想定し，1/14 スケールモデル（後段直径 dR 
= 420 mm，前後段直径比 DRF = 0.84）とし，潮流発電用として水中におけるキャビテ
ーション発生を考慮して設計周速比R = 4.0 を設定した（次章で詳しく述べる）．前
述の Front Blade B の後流を流入条件とし，半径位置によらず最大揚抗比が得られる最
適な迎え角 = 6 deg.となるようにひねりを与えた．図 6-24 にひねり角と迎え角分布
を示す． 
 上記のひねり角と，前項で述べた翼負荷分布により好適化した後段プロペラ用ブレ
ード Rear Blade B の概略図を図 6-25 に示し，このブレードの翼弦長分布及び数値シミ
ュレーションにより得られた翼負荷分布を図 6-26 に示す．後段プロペラ用ブレード
は半径の小さい領域でエネルギーをより吸収して大きなトルクを発生するよう，翼弦
を大きくとり，半径の大きいティップ側は負荷を小さくして，翼端渦の発生を少なく
するよう配慮している． 
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図 6-25 Rear Blade B 
図 6-24 Rear Blade B のひねり角と迎え角分布 
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6.6 高効率化の確認 
潮流発電用として新たに設計した Front Blade B と Rear Blade B を用いた Tandem 
Propeller BB と風車用の Tandem Propeller AA の性能比較を行った．図 6-27 に最適な取
付角における出力特性を示す．ここに，Tandem Propeller BB は風洞実験結果である．
Tandem Propeller BB は Tandem Propeller AA にくらべ，大幅に出力増加しており，新
たな翼型を用いた設計法が有効である事を示している．また，所望した通り，最高出
力係数が得られる相対周速比も減少しており，キャビテーション特性も良好な潮流発
電用タンデムプロペラの設計が行えている． 
 
図 6-27 Tandem Propeller BB の出力特性 
0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0 3 6 9 12 15
Tandem Propeller BB
Tandem Propeller AA
C
P

F
 = 8.6 deg.,  
R
 = 13.7 deg.

F
 = 5 deg.,  
R
 = 10 deg.

T
第6章                                  潮流発電用タンデムプロペラの高効率化 
 
148 
6.7 キャビテーションを考慮した翼形状の提案 
 前項では，出力向上に主眼を置いた翼形状を提案したが，潮流発電用としてはプロ
ペラ性能とともにキャビテーションの抑制が重要である．そこで，前述の二次元翼解
析結果において，キャビテーション発生が最も生じやすい最低翼面圧力係数 Cpmin に
着目する．図 6-28，図 6-29，図 6-30 に二次元翼解析結果から抽出した厚み比，反り
比，最大反り位置の変化による最低翼面圧力係数への影響を示す．これらの図から，
翼面圧力係数の低下を抑えることができる翼型形状として以下のようなものがあげ
られる． 
 翼厚は厚い程，流体が翼面に沿ってスムーズに流入し，翼面圧力の急減が解消さ
れるため，最低翼面圧力が上昇する． 
 反り比も翼厚同様，前縁後の翼面圧力の低下が緩やかとなる． 
 最大反り位置は前縁に近づく程，最低翼面圧力が上昇する． 
上記に示した形状は，翼面圧力の低下が生じる負圧面側に主に適した形状と言える．
したがって，翼面圧力の低下を抑制するため，主に負圧面側を改良し，正圧面では前
回設計の Hydrofoil A を踏まえて，より大きな揚力が得られるよう翼面圧力の増加を
目指した． 
以上の指針をもとに数値シミュレーションを用いてキャビテーション特性と高性
能の両立が期待できる翼型形状を設計した．設計した翼形状 Hydrofoil B を図 6-31 に
示す．負圧面側の厚みと反りを大きくとり，正圧面ではより高い圧力を得られるよう
改良している． 
 図 6-32 に新たに設計した翼型（Hydrofoil B）と前回設計の翼型（Hydrofoil A）の迎
え角 = 6 deg.における翼面圧力分布を示す．所望した通り Hydrofoil B の翼面圧力の
急低下は抑制され，最低圧力係数が上昇していることが確認できる．また，正圧面の
圧力が Hydrofoil A に比べて高く，大きな揚力が発生していることを暗示している．
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図 6-33 に各迎え角に対する翼型特性の比較を示す．ここに，Cpminは最低翼面圧力係
数を示す．Hydrofoil B は反りと厚みを大きくした分，抗力係数は若干増加したが，そ
れ以上の揚力係数の増加により，最大揚抗比も増加している．また，最低翼面圧力係
数は圧力低下が大きい高迎え角の領域で改善されており，所望した通りキャビテーシ
ョン特性が向上している．すなわち，この翼型を用いることでタンデムプロペラの高
効率とキャビテーション特性の両立が期待できる． 
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図 6-29 反り比の変化による最低翼面圧力への影響 
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6.6 結言 
 本章では，タンデムプロペラの高効率化のため，高性能が得られる新しい翼型の提
案や，ブレード端渦の抑制を考慮した翼負荷分布の好適化を行い，これらの結果を踏
まえた潮流発電用タンデムプロペラを新たに設計し，その有効性を示した．さらに，
上述の新しい翼型を改良し，キャビテーション特性とプロペラ性能の両立が期待でき
る翼型形状を提案した．本章で得られた成果は以下の通りである． 
 
(1) 種々の翼型における翼型特性を調べた結果，大きな揚抗比が得られる翼型形状は，
翼厚がうすく，反り比は 4 ~ 6 %程度で，最大反り位置 xca = 50 ~ 80 である事を示
した．これをふまえ，高性能が期待できる翼形状を提案し，所望通りの高揚抗比
が得られた． 
 
(2) ブレード端の翼負荷が大きいほど，翼端渦の発生が大きく，ハブ側の半径の小さ
い範囲で翼負荷が大きい分布が翼端渦の抑制に適していることを示した．この結
果をもとに，前後段プロペラのそれぞれに適した翼負荷分布を決定した． 
 
(3) 上記の新たな翼形状と翼負荷分布を用い，キャビテーションの発生を考慮した潮
流発電用タンデムプロペラの設計を行い，風洞実験により所望した性能が得られ
ることを確認した． 
 
(4) 種々の翼型における最低翼面圧力係数を調べた結果，翼面圧力の低下が小さい形
状としては，翼厚が厚く，反り比が大きく，最大反り位置は前縁に近い形状であ
ることを示した．これをふまえ，上述の翼型を改良し，キャビテーション特性と
プロペラ性能の両立が可能な新たな翼型形状を提案し，その有効性を示した．
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7.1 緒言 
本論文ではこれまでに，タンデムプロペラに主眼を置いて基本性能の把握や各設置
方法おける安定運転に向けた設計資料の収集を行った．また，翼形状と翼負荷分布を
好適化により，潮流発電用タンデムプロペラの高効率化を行い，本潮流発電ユニット
の実用化に近づきつつある． 
そこで本章では，これまで設計してきたタンデムプロペラからなる潮流発電ユニッ
トの実用機の構築を行った． 
 
 
7.2 水深に応じたタンデムプロペラの準備 
本潮流発電ユニットは，前章でも述べたように前段プロペラ直径 7m の実用機を想
定している．この実用機に用いる潮流発電用プロペラは，キャビテーションの発生を
考慮した設計が必要であり，設置する水深によって水圧，つまり周辺環境の絶対圧が
変化するため，キャビテーションの発生も大きく異なる．そこで，本潮流発電ユニッ
トにおいては，水深に応じてキャビテーションが発生し得るプロペラ回転速度を予測
し，それを基に設計回転速度を設定して設計を行ったタンデムプロペラを用いる． 
 前段プロペラのティップ位置が水深 z となるように発電ユニットを設置し，プロペ
ラが回転速度 N で回転している場合を考える．プロペラの回転により，プロペラ翼面
の圧力が飽和蒸気圧 psとなり，キャビテーションが発生しているとき，発電ユニット
上流（流速 V，大気圧 po）とプロペラティップにおいて，ベルヌーイの式を用いると
以下のようになる．ここに，w はティップ位置における相対速度を示す． 
22
0
2
1
2
1
wpgzVp s        (7.1) 
ティップ位置の相対速度は以下の式で与えられる．ここで，u はプロペラティップ位
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置の周速（= r 2N），プロペラ流入流速はベッツの限界を考慮し，式(3.10)から求ま
る減速した流速としている． 
2222 )2()
3
2
()
3
2
( rNVuVw      (7.2) 
式(7.1)と式(7.2)より，キャビテーション発生回転数 NCは以下の式のようになる． 
20
9
5
22
1
V
pgzp
r
N sC 





     (7.3) 
式(7.3)より，各水深における前後段プロペラのキャビテーション発生回転数 NCF，NCR
を図 7-1 に示す．水深が増加するにつれ，当然ながらキャビテーション発生回転数は
増加し，前段プロペラに比べて小径の後段プロペラティップ位置は水深が深くなる分，
回転速度は大きい． 
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図 7-1 キャビテーション発生の予測回転数 
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 設置場所の一例としてここでは，津軽海峡を想定する．津軽海峡の中でも幅が最も
狭く，最大流速が得られる大間崎―汐首岬間（図 7-2参照）の水深 zを図 7-3に示す(76)．
大間崎―汐首岬間は，幅 18.7 km，最大水深約-270 m と幅広い範囲での発電が可能で
ある．ここで，一般的な洋上風力発電を例にあげると，水深 60m 以浅の海域では着床
式が主に採用され，水深が 60m 以深になると浮体式や係留式の方が経済的とされてお
り(77)，図 7-3 に示す大間崎―汐首岬間においては，本潮流発電ユニットで提案する係
留式による設置が主となるであろう．また，この海域の最高潮流速度は約 3.6 m/s で，
流速1m/s以上の導入ポテンシャルは156MW(17)と非常に強いエネルギーが期待できる． 
 本潮流発電ユニットの前段プロペラティップ位置が z = 0 m の場合，すなわちキャ
図 7-3 大間崎―汐首岬間の水深 
津軽海峡 
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汐首岬 
青森 
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図 7-2 大間崎―汐首岬の位置 
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ビテーションの発生を考慮する中で最も厳しい条件のとき，式(7.3)よりキャビテーシ
ョン発生回転数は前段 NCF = 39 min
-1，後段 NCR = 44 min
-1であり，流速 V = 3.6m/s と
して周速比はCF = 4.0，CR = 4.5 となる．この結果を踏まえ，キャビテーションの発
生しない周速比F = 3.9，R = 4.0 を設計点として，設計した実用機の前後段プロペラ
用ブレードを図 7-4 に示す．前章の Front Blade B（図 6-22）と Rear Blade B（図 6-25）
はこの実用機用ブレードの 1/14 スケールモデルとしている． 
実海域でティップ位置を水面に合わせて設置すると，自然の波から受ける影響や
4.2 項で示した発電ユニットの後方水面への影響の懸念もある事から，実際には水面
よりも深い位置に設置することになり，キャビテーションはより発生しにくいと考え
られる．また，潮流発電は海に設置するため，当然ながら船舶の通過も考慮する必要
がある．津軽海峡は中央部分が公海となっており，外国船舶の航路に利用される国際
海峡であるため，大型タンカーやコンテナ船などの通過もある．大型船の喫水(78)など
を考えると水深 25m 以深への設置が望まれ，その場合のキャビテーション発生周速比
はCF = 7.3，CR = 8.2 となり，キャビテーション発生の可能性が極めて低くなる． 
 以上のように，本潮流発電ユニットは，設置する海域の水深や流速に応じてキャビ
テーション発生周速比を予測し，これをもとにキャビテーション発生を抑制する設計
を行ったタンデムプロペラを搭載する． 
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図 7-4 実用機用前後段ブレード 
(b) 後段プロペラ用ブレード 
(a) 前段プロペラ用ブレード 
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7.3 内外二重回転電機子方式同期発電機の準備 
 前述したように，本潮流発電ユニットにおいては，プロペラのキャビテーション発
生を抑制するため，低速の設計回転速度で設計を行ったタンデムプロペラを用いる．
したがって，このタンデムプロペラが駆動する低速回転対応の二重回転電機子方式同
期発電機を準備した． 
 試作した二重回転電機子方式三相交流同期発電機の仕様を表 7-1 に示し，外観を図
7-5，構造を図 7-6 に示す．本発電機は前段プロペラ直径 dF = 7 m の実用機の 1/7 スケ
ールモデル（前段プロペラ直径 dF = 1 m，流速 2 m/s）を想定した定格出力 1.5 kW，
定格回転数 320 min-1 [=160 (内側) + 160 (外側)]となっており，第 2章で述べたように，
従来の発電機の外側固定子をも回転子とし，内外回転電機子が互いに逆方向に回転す
る構造となっている．  
本潮流発電ユニットは，タンデムプロペラがナセル内の内外二重回転電機子方式発
電機を直接駆動する構造のため，発電機も含めて海中に設置する没水式となる．した
がって，発電機を外部の海水から完全に遮断するため，新しい封水方法を利用するメ
カニカルシール（後述）を内軸と外軸にそれぞれ配置している（図 7-6 参照）．また，
発電機の運転に伴う発熱により，密閉空間であるナセル内が高温になるため，ナセル
内部と外部で熱交換を行うための熱交換器を設置している．このメカニカルシールと
熱交換器により，二重回転電機子方式発電機の安定運転を実現する． 
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    タイプ     永久磁石三相交流同期発電機
    極数     6
    定格出力                  [W]     1500
    定格回転数              [min-1]     320 [= 160 (内側) + 160 (外側)]
    定格電圧                  [V]     150
    定格出力周波数       [Hz]     16
図 7-5 二重回転電機子方式同期発電機 
表 7-1 二重回転電機子方式同期発電機の仕様 
第 7 章                                                                          相反転方式潮流発電ユニットの構築 
 
162 
 
 
図 7-6 二重回転電機子方式同期発電機の構造 
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7.4 相反転方式潮流発電ユニットの封水 
前述したように，本潮流発電ユニットは，発電機も含めて海中に設置する没水式を
採用するため，潮流発電ユニットの発電機を外部の海水から完全に遮断し，保護する
封水が重要な課題となる．軸封水技術の一つにメカニカルシールがあり，その概略図
を図 7-7 に示す．一般的なメカニカルシールは，軸とともに回転する回転環とケーシ
ングに固定されている固定環が互いに接触するしゅう動面において，混合潤滑により
相対的に回転しながら流体の漏れを最小限に抑える働きをする．しかし，流体の漏れ
を完全に止めるわけではなく，僅かに内部に流入してしまうため，発電機を破損して
しまう恐れがある．また，しゅう動面の潤滑である混合潤滑は，図 7-8 に示すように，
回転速度や軸受圧力の条件によって摩擦係数の増大が生じるため(79)，内外二軸を持つ
本潮流発電ユニットにおいては，特に大きな損失になる可能性がある．そこで，本潮
流発電ユニットの封水には，しゅう動面の表面テクスチャリングにより圧力分布制御
を行い，完全密封が実現できるメカニカルシールを導入した(80)． 
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図 7-8 ストライベック曲線(79) 
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図 7-7 メカニカルシールの概略図 
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メカニカルシールの周方向単位幅あたりの漏れ量 q は以下の式で表される． 
h
V
r
phhr
q i
i
r
rr
i
21240
332







    (7.4) 
ここに，は回転環の角速度，h は隙間，は動粘度，は粘性係数，r はしゅう動面
半径方向，riはしゅう動面内径，
ir
V は半径方向速度を示す．また，第一項が遠心力項，
第二項が圧力項，第三項がせん断項を意味する．ここで，半径 r が小さく，半径方向
速度
ir
V もほとんど無いので，式(7.4)の第一項と第三項を省略して，以下のように表す
ことができる． 
irr
r
ph
q




12
3
      (7.5) 
式(7.5)より，メカニカルシールは隙間 h と半径方向の圧力差 rp  の関係で漏れが発
生するが，もし圧力差 rp  が負圧となれば隙間 h が大きい場合でも漏れが生じるこ
とはない．この点に注目し，しゅう動面の圧力分布制御を行うメカニカルシールを図
7-9 に示し，しゅう動面の概略図を図 7-10 に示す．図に示すように，従来のメカニカ
ルシールや動水圧型シールはしゅう動面全体にわたって正圧となる．一方，本潮流発
電ユニットに導入するメカニカルシールは，しゅう動面に逆レイリーステップとレイ
リーステップを配置し（図 7-11），半径内側の逆レイリーステップの領域で，キャビ
テーションを発生させて一定負圧にすることで封水を行うことができる．また，半径
外側のレイリーステップ領域では流体動圧効果でしゅう動面を浮上させ，流体潤滑と
することができる．流体潤滑下では固体同士の接触がないため，低摩擦（低トルク）
で摩耗が非常に少ない． 
 以上のような方法を用いた低トルク高耐久の完全密封型メカニカルシールにより，
発電ユニットの封水を行う． 
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図 7-9 完全密封型メカニカルシール(80) 
(a) メカニカルシールの概観 
(b) テクスチャ形状 
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図 7-10 しゅう動面の概略図と圧力分布(80) 
図 7-11 レイリーステップと逆レイリーステップ(80) 
(a)レイリーステップ (b) 逆レイリーステップ 
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7.5 結言 
 本章では，相反転方式潮流発電ユニットの実用化に向け，実海域に設置する場合を
想定した発電ユニットの実用機を構築した．以下に，要約を記す． 
 
(6) 津軽海峡に設置する場合を想定し，海中におけるキャビテーションの発生を抑制
したタンデムプロペラの準備を行った． 
 
(7) 本潮流発電ユニットに搭載する，低回転速度対応の二重回転電機子方式同期発電
機の試作機を準備した． 
 
(8) 没水式の本潮流発電ユニットの封水のため，完全密封が実現できるメカニカルシ
ールを導入し，このメカニカルシールの封水方法について説明した． 
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8.1 本研究で得られた成果 
 膨大な潜在エネルギーを有し，クリーンな再生可能エネルギーである海洋資源は，
エネルギー需要の増加や地球環境問題を背景に非常に注目されている．その中でも発
電量の予測が容易で信頼性の高い潮流エネルギーは，逸早く開発されるべき重要なエ
ネルギー資源である．潮流エネルギーを有効利用するため，近年，世界各国で積極的
に研究開発がなされているが，未だ潮流発電の導入・商用化は進んでおらず，潮流発
電特有の技術課題を克服した発電技術が望まれる． 
そこで本研究では，この要求に応える一案として，前後二段のプロペラ（タンデム
プロペラ）が従来型発電機の外側固定子をも回転子とした二重回転電機子方式発電機
の内外回転電機子を駆動する全く新しい潮流発電ユニットを提案した．本潮流発電ユ
ニットの特徴/優位性は，タンデムプロペラが両回転電機子を互いに逆方向に駆動する
ため，(a) 磁界を切る相対速度が速くなり，(b) 両回転電機子間及び両プロペラ間に働
く回転トルクが相殺され，外部に反作用としての外力が働かないところにある．前者
は，仮にそれぞれのプロペラ回転速度を従来発電装置と同じに保ち，起電圧を同じに
とれば回転電機子径（発電機径）の半減，あるいは回転電機子径を同じにとれば起電
圧の倍増に連なり，回転電機子径と起電圧を従来発電装置と同じにとれば，プロペラ
回転速度を半減することができ，キャビテーション対策に有利となる．後者は，頑丈
な据え付けベットや工事等が不要となり，最も簡単には，ワイヤやチェーン一本で容
易に係留することが可能である． 
 
 本論文は，以上のような特徴を有する新たな潮流発電ユニットの実用化に向けた研
究開発の成果を纏めたものである．以下に本論文で得られた成果を示す． 
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I. 風力発電用として設計したタンデムプロペラを備えたモデル発電ユニットを用い，
水路及び風洞による性能試験を実施し，タンデムプロペラの基本性能や運転状態
を明らかにした．得られた知見を以下に示す． 
 
(1) タンデムプロペラの基本性能 
A) 従来の単段プロペラと同様に，相対周速比に対して最高出力係数が得られる
ような出力曲線を示す． 
B) 風車用として翼弦の短いブレードを使用した場合，最高出力が得られる相対
周速比は高くなる． 
 
(2) 本潮流発電ユニットの運転状態 
A) プロペラの回転速度は水流と負荷によって自動的に定まり，低負荷では高速
回転して安定領域運転，高負荷では不安定領域運転となって負荷にプロペラ
の発生トルクが賄い切れなくなると回転速度が急減して運転不能となる．つ
まり，最適な外部負荷を与える必要がある． 
 
 
II. 本潮流発電ユニットのパイル式による設置を想定し，モデル発電ユニットをパイ
ルに設置して水流実験を行い，以下のような知見を得た． 
 
(1) パイルに及ぼす影響 
A) パイルに働く水流方向の抗力は，流速の 2 乗に比例して増加し，最大抗力係
数が得られる相対周速比は，最大出力係数が得られる周速比より高い． 
B) パイルに働く水流方向の抗力は，ブレード取付角の影響を受け，取付角が増
加すると抗力係数は減少する． 
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C) 単段プロペラの場合，一方向に偏った流れに対して垂直方向の抗力がパイル
に作用するのに対し，タンデムプロペラは垂直方向の力がほとんど発生して
おらず，本潮流発電ユニットの優位性である回転トルクの相殺を確認した． 
 
(2) 発電ユニットの動バランスの影響 
A) 発電ユニットの動バランスが不釣合いの場合，パイルに働く抗力は，各プロ
ペラの回転に起因する卓越周波数をもつ． 
B) 発電ユニットの動バランスが釣り合っている場合，各プロペラの回転に起因
する卓越周波数は弱まり，両プロペラの干渉の影響も現れる． 
C) パイルに働く垂直方向の抗力は，パイルから発生するカルマン渦周波数も現
れており，パイルの設計の際にはタンデムプロペラとの共振にも注意を払う
必要がある． 
 
(3) 後方水面に及ぼす影響 
A) パイルに働く水流方向の力と同様に，プロペラの抗力が大きい程，発電ユニ
ットの後方水面への影響は大きい． 
B) 発電ユニットの設置位置が水面に近づくにつれ，発電ユニット後方の水面高
さの差への影響は大きく，発電ユニットをできるだけ深い位置に設置した方
が周辺環境への影響は小さい． 
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III. 本潮流発電ユニットの優位性を最大限に利用した新たな係留方式を着想した．す
なわち，(a) タンデムプロペラと二重回転電機子方式発電機の連携により，回転
モーメントが発電ユニット内で相殺され，外部に反作用力が働かず，(b) 発電ユ
ニットに作用する重量，浮力，水流から受ける抗力によりピッチングモーメント
が発生するが，抗力の作用線上にあるピッチングモーメント中心位置で係留する
ことによりこれらのピッチングモーメントを相殺し，本潮流発電ユニットをワイ
ヤやチェーン一本で容易に係留することができる．この係留方式を用いてモデル
発電ユニットを設置し，水流実験を行った．得られた知見を以下に示す． 
 
(1) 係留式発電ユニットの運転挙動 
A) 係留式発電ユニットの平行移動運動と回転運動は，両者とも一方向に偏った
運転を行っておらず，元の位置への復元力を持って安定的に運転し続けてい
ることを確認した． 
B) 発電ユニットの平行移動運動の振動は，パイル式発電ユニットと同様に前後
段プロペラの回転周波数や相互干渉周波数に一致する卓越周波数を有するが，
回転運動の振動は，相互干渉周波数に比べて各プロペラの回転周波数が主に
卓越し，影響が大きい． 
 
(2) 係留式発電ユニットの安定運転化 
A) 発電ユニットの抗力が大きくなる程，加速度の振幅は増加し，角速度の振幅
は減少することから，発電ユニットの抗力を大きくすることで，潮流エネル
ギーの吸収量減少を抑えつつ，潮流方向が変化した際には容易に追従するこ
とが可能である． 
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IV. タンデムプロペラの性能向上に向けて，翼形状や翼負荷分布の好適化を行い，以
下のような知見を得た． 
 
(1) 翼形状の好適化 
A) 種々の翼型における翼型特性を調べた結果，大きな揚抗比が得られる翼型形
状としては，翼厚はうすく，反り比は 4~6%，最大反り位置は 50~80%である． 
B) 上記をふまえた新たな翼型形状を提案し，所望通りの高揚抗比を得た． 
 
(2) 翼負荷分布の好適化 
A) ブレード端の翼負荷が大きいほど，翼端渦の発生が大きく，ハブ側の半径の
小さい範囲で翼負荷が大きい分布が翼端渦の抑制に適している． 
B) 上記の結果をもとに，前後段プロペラのぞれぞれに適した翼負荷分布を決定
した． 
 
(3) 潮流発電用タンデムプロペラの設計 
A) 好適化した翼形状と翼負荷分布を用い，キャビテーションの発生も考慮した
潮流発電用タンデムプロペラの設計を行い，所望した性能が得られることを
確認した． 
 
(4) キャビテーション特性も考慮した翼形状の提案 
A) 種々の翼型における最低翼面圧力係数を調べた結果，翼面圧力の低下が小さ
い翼型形状としては，翼厚が厚く，反り比が大きく，最大反り位置は前縁に
近い形状である． 
B) 上記をふまえ，上述の翼形状を改良し，キャビテーション特性とプロペラ性
能の両立が可能な新たな翼型を提案し，その有効性を示した． 
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V. 本潮流発電ユニットの実用化に向け，実海域に設置する場合を想定した発電ユニ
ットの実用機を構築した．以下にその要約を記す． 
 
A) 海中におけるキャビテーションの発生を抑制したタンデムプロペラを準備し
た． 
B) 上記のタンデムプロペラで駆動する低回転速度対応の二重回転電機子方式同
期発電機を準備した． 
C) 本潮流発電ユニットの封水のため，完全密封が実現できるメカニカルシール
を導入した． 
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8.2 将来への展望と課題 
 本論文では，新な着想によるタンデムプロペラ型潮流発電ユニットを提案し，その
着想の実現のため，本潮流発電ユニットの基本特性や各種設置方法により設置した際
の影響の把握，ならびにタンデムプロペラの高性能化を示した． 
 本提案の潮流発電ユニットは，未だ開発が進んでいない潮流エネルギーを有効利用
できる技術の一つとして，潮流発電の導入を推し進める可能性を秘めている．本潮流
発電ユニットの実用化には，周辺環境や海中生物への影響も考慮する必要があり，本
論文ではブレード端渦に着目し，その抑制を目指した設計を行った．この他にも，水
中に設置した際の水中振動騒音が海中生物へ悪影響を及ぼすことが考えられる．本潮
流発電ユニットは前後二段のプロペラを有するため，その水中騒音は前後段プロペラ
の干渉騒音や前段プロペラから放出された流れの乱れが後段プロペラに流入する主
流乱れに起因する乱流騒音など，様々な要因が考えられる．したがって，タンデムプ
ロペラから発生する水中騒音の発生メカニズムの究明，および騒音低減策の開発が必
要である． 
潮流発電におけるプロペラ設計では，本論文で行ってきた流体設計だけでなく，潮
流から受ける流体力に耐える構造設計も重要な課題である．特に，本潮流発電ユニッ
トにおいては係留式による設置も想定し，軽量かつ高強度が実現できる材料・構造設
計が望まれる．また，プロペラから発生するキャビテーションは発電ユニットの振動
につながることから，キャビテーションが発生した際の流体励振力を予測し，これに
耐える構造及びその軽減策を講じる必要がある． 
 本潮流発電ユニットには，従来型発電機の外側固定子をも回転子とし，内外二重の
回転電機子を互いに逆方向に回転させる新たな二重回転電機子方式発電機を用いる．
したがって，実用化に向けては，本発電機の発電性能の把握および発電効率の向上，
運転環境・設置環境に応じた負荷調整方法の決定等が必要である．同時に，本潮流発
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電ユニットは没水式となるため，発電機の発熱に伴うナセル内温度上昇を考慮し，ナ
セル内温度変化による発電効率への影響の把握や，ナセル内の冷却のための最適設計
等が重要である．  
 本潮流発電ユニット最大の優位性は，従来技術には実現できないワイヤやチェーン
一本による係留運転であり，本論文では，新たな着想による係留運転が実現可能であ
ることを示し，安定運転に向けた指針を示した．この係留方法による設置を想定した
場合，ワイヤやチェーン一本による係留とダウンストリーム方式を採用することによ
り，潮流方向の変化に発電ユニットが自動的に追従することができるが，この発電ユ
ニットの向きの逆転の際にプロペラと係留ワイヤが絡まる恐れがある．また，発電ユ
ニットが潮流方向に追従する際，常に一方向に回転して方向転換した場合，係留ワイ
ヤのねじれ及び送電用ケーブルの断線が生じてしまうため，これらの防止，および対
策を行う必要がある． 
 
 多くの優位性を持つ本潮流発電ユニットの実用化に向け，今後の研究成果に期待し
たい． 
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